
（平成２１年２月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 25 件

国民年金関係 13 件

厚生年金関係 12 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 53 件

国民年金関係 16 件

厚生年金関係 37 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 1129 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月から 40 年３月までのうちの 10

か月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで(このうち、39年４

月から 40 年３月までの間で納付済みとなっている２か

月を除く） 

    昭和 36 年に国民年金制度が発足したことは知っていた。毎月、女性の集

金人が自宅に来て月額 200円の保険料を納付した後、台紙に領収書を貼
は

って

いた。引っ越しをしたため領収書を捨ててしまい証拠となるものは無いが、

一生懸命働いて納めた保険料なので、申立期間が未納とされていることには

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 41 年６月１

日に払い出されており、申立人が所持する国民年金手帳の発行日も同一日とな

っていることから、このころに申立人は国民年金加入手続を行ったものとみら

れ、この時点を基準とすると、申立期間のうち昭和 39 年度分は過年度納付が

可能であった。申立人は 40 年度の保険料を過年度納付していることから、当

時、納付可能な期間の保険料納付に努めていたことがうかがわれ、納付可能な

39年度のうち２か月分（納付月は不明）のみが納付され、残る 10か月分が未

納とされているのは不自然である。 

一方、申立期間のうち昭和 36年４月から 39 年３月までの保険料は申立人の

国民年金手帳記号番号払出日を基準とすると、時効により納付できない。 

また、申立人は申立期間において保険料は集金人に毎月納付し、領収書を交

付されたと主張しているが、Ａ市の集金人制度は昭和37年11月の開始であり、



保険料収納方法は３か月に一度の印紙検認方式であったことから申立人の主

張とは相違する。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情も見当たらず、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（確定申告書、家計簿等）も無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 39 年４月から 40 年３月までのうちの 10か月の国民年金保険料を納付して

いたものと認められる。



愛知国民年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 47年３月まで 

    昭和 46 年４月に厚生年金保険資格の喪失に伴い、国民年金への切替手続

を行い、申立期間の国民年金保険料は納付したはずであるので、同期間の保

険料が未納とされているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁が保管する年金記録及び申立人が所持する国民年金手帳によれ

ば、申立人は昭和 46年４月の厚生年金保険資格の喪失後、47年１月４日に国

民年金被保険者資格を再取得したこととされていることから、申立期間のうち

46年４月から同年 12月までは未加入期間とされていたことになり、国民年金

保険料を納付することはできなかった。 

一方、申立人が所持する国民年金手帳の検認記録によれば、昭和 47 年度分

の保険料については、納付期限直前の昭和 48 年４月 20日になって一括して現

年度納付されていることから、このころ、申立人は 46 年４月の厚生年金保険

資格喪失に伴う国民年金被保険者資格取得手続を行ったことが推定され、48

年４月の時点では、申立期間のうち 47 年１月から同年３月までの保険料は過

年度保険料として納付することが可能であった。 

また、申立人の保険料が未納とされているのは、国民年金加入期間のうち昭

和 47 年１月から同年３月までの３か月のみであり、保険料の納付意識が高か

ったことがうかがわれるほか、申立期間の保険料を納付したとする申立人の妻

が申立期間の保険料納付時の記憶として、初めに納付書（当時、納付書による

納付は過年度保険料のみ）が来て、いくらか銀行で納付したともしており、同

年１月から同年３月までについて未納のままとしたとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



愛知国民年金 事案 1131 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 47年３月まで 

    昭和 46 年４月に夫の厚生年金保険資格の喪失に伴い、国民年金被保険者

資格取得手続を行い、申立期間の国民年金保険料は納付したはずであるので、

同期間の保険料が未納とされているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁が保管する年金記録及び申立人が所持する国民年金手帳によれ

ば、申立人は、申立人の夫の昭和 46 年４月の厚生年金保険資格の喪失後、47

年１月４日に国民年金被保険者資格を再取得したこととされていることから、

申立期間のうち46年４月から同年12月までは未加入期間とされていたことに

なり、国民年金保険料を納付することはできなかった。 

一方、申立人が所持する国民年金手帳の検認記録によれば、昭和 47 年度分

の保険料については、納付期限直前の昭和 48 年４月 20日になって一括して現

年度納付されていることから、このころ、申立人は、申立人の夫の 46 年４月

の厚生年金保険資格喪失に伴う国民年金被保険者資格取得手続を行ったこと

が推定され、48年４月の時点では、申立期間のうち 47年１月から同年３月ま

での保険料は過年度保険料として納付することが可能であった。 

また、申立人は昭和 41 年６月ごろ国民年金被保険者資格取得手続を行った

ことが推定でき、同時点で現年度保険料として納付可能であった同年４月から

保険料の納付を開始してからは、国民年金加入期間のうち 47 年１月から同年

３月までの３か月を除き保険料の未納は無く、保険料の納付意識が高かったこ

とがうかがわれるほか、申立人は申立期間の保険料納付時の記憶として、初め

に納付書（当時、納付書での納付は過年度保険料のみ）が来て、いくらか銀行



で納付したともしており、同年１月から同年３月までについて未納のままとし

たとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



愛知国民年金 事案 1132 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48年６月から 49年６月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年６月から 49年 12 月まで 

    私は、65 歳の年金請求時に社会保険事務所に出向いた時、未納期間があ

ることの説明を受けた。領収書が無ければ納付にはできないと言われた。申

立期間当時、夫が再就職しＡ市Ｂ区に転居したばかりであったが、同区の職

員がしつこく国民年金の勧奨に来たので、将来に備えて加入手続をし、保険

料を集金人が来る都度支払ってきた。その金額は１か月 500 円から 1,000

円ぐらいだったと思う。領収書や家計簿等の納付を証明する資料は全く無い

が、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年５

月に夫婦連番で払い出されているが、その直後に申立人の夫は厚生年金保険被

保険者の資格を取得している。このため、申立人は申立期間において国民年金

の加入は任意であったが、引き続き国民年金に加入しており、国民年金に対す

る関心は高かったものとみられる。 

また、申立期間のうち昭和 48年６月から 49 年６月までについては、申立人

は、申立期間当時の保険料月額を 500円から 1,000円ぐらいとしており、当時

の保険料月額（550円から 900円）とほぼ一致する。 

さらに、申立人は申立期間の保険料を集金人に納付したとしており、当時の

Ａ市の保険料収納方法が国民年金推進員（いわゆる集金人）による収納であっ

たことと一致する上、当時、申立人の夫はＣ社事務所の住み込みの管理人であ

り、申立人も同居していたことから、夫婦の双方が国民年金推進員来訪時に不

在であったとは考え難く、国民年金推進員来訪の都度、保険料を納付したと考



えても不自然ではない。 

一方、申立期間のうち昭和 49年７月から同年 12月までについては、申立人

は同年７月に申立人の夫がＣ社を退職したことにより同じＢ区内で転居して

いる。 

しかし、申立人が所持する国民年金手帳からその住所変更手続は昭和 50 年

１月 10 日に行われていることが確認でき、転居後住所変更手続が行われるま

での 49年７月から同年 12月までの期間については、国民年金推進員が申立人

宅を訪れることは困難であり、申立人がこの期間の保険料を納付したとは考え

難い上、申立人には 50 年１月以降に当該期間の保険料をさかのぼって納付し

た記憶は無い。 

加えて、申立人がこの期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無く、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出

されることをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和48年６月から49年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



愛知国民年金 事案 1133 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58年 10 月から同年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年７月から 53年１月まで 

② 昭和 58年 10月から同年 12月まで 

    申立期間①については、私は学生で 20 歳の時、Ａ区役所Ｂ出張所で国民

年金に任意加入して切手のようなものを台紙に貼
は

って保険料を２か月に一

度ぐらい納めていた。納付金額は、はっきり覚えていないが、月額 1,000

円前後だったと思う。 

申立期間②については、昭和 53 年３月にＣ区に転居後、口座振替で払っ

ていた。昭和 57 年に現夫の転勤でＤ市に転居したが、住民票は異動せず、

また振替口座も変更しないでそのままにしていた。申立期間前後はきちんと

納付しており、この期間が未納となっていることは納得できない。 

納付を証明するものは無いが、納付期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳

記号番号は昭和 53 年２月に任意加入として払い出されており、申立人はこの

ころに国民年金加入手続を行ったものとみられる。任意加入は制度上、さかの

ぼって資格を取得することはできず、申立人は申立期間においては国民年金未

加入であり、保険料を納付したとは考え難い。 

また、申立人は申立期間①の納付方法について、切手のようなものを台紙に

貼
は

って納付していたと主張しているが、Ａ区では昭和 45 年４月から納付書方

式による収納を行っていた。 

さらに、申立人は申立期間①当初の保険料を月額 1,000円程度としているが、



当時の保険料は月額 550円であり、いずれも申立人の主張とは一致しない。 

加えて、申立人が申立期間①の保険料を納付したことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

一方、申立期間②については、申立人は昭和 53 年３月にＣ区へ転居後、口

座振替により保険料を納付していたとしており、同区における申立人の国民年

金保険料の口座振替の手続等の記録は確認できないものの、申立期間前までは

納付済みとされている。 

その上、Ｃ区では国民年金保険料の口座振替は納付月の翌月 15 日振替であ

ったとしており、申立人が所持する国民年金手帳等により、申立人は昭和 59

年１月 17 日にＤ市に転入したことが確認できることから、申立人は申立期間

の保険料の口座振替日である同年１月 15 日にはＣ区において被保険者であっ

たものと推認され、申立期間の保険料を口座振替により納付することは可能で

あったと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 58 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



愛知国民年金 事案 1134 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 38年４月から 39年６月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月から 39年６月まで 

    申立期間については、私が、３か月に１度ぐらい町内会の組長が集金に来

る都度、夫の分と共に一人 100円から 200円程度を納付していた。夫が納付

済みとなっているのに、私が未納となっていることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、町内会の組長が３か月に１度ぐらい集金に来

ていたとしているが、申立人が申立期間中に居住していたＡ市では、申立期間

当時、町内会による集金人制度を採っていたとしており、申立人の主張と一致

する。 

また、申立人は、申立期間中に納付していた保険料額は一人 100円から 200

円程度であったとしており、当時の保険料額（100円）とほぼ一致する。 

さらに、申立人は国民年金制度発足と同時に国民年金に加入し、申立期間を

除く国民年金加入期間において保険料の未納は無く、昭和 63年から約 10年の

期間にわたって保険料を前納している等、国民年金に対する納付意識は高かっ

たものと認められる。 

加えて、申立人は、申立人の夫の国民年金加入手続及び保険料の納付は、す

べて申立人が行ったとしており、申立期間のうち昭和 38年４月から 39年６月

までの期間について、申立人の夫の納付記録を見ると、昭和 38 年度及び 39

年度分の保険料はすべて現年度納付されていることから、申立人はこの期間に

ついては、申立人の夫と共に納付したものと考えられる。 

一方、申立期間のうち昭和 37年 10月から 38年３月までの期間については、

申立人の夫の国民年金手帳記号番号払出しが同年 10 月であることから、申立



人の主張のように集金人に夫婦二人分の保険料を納付することはできず、社会

保険庁の記録においても、この期間は申立人及び申立人の夫共に未納となって

いる上、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申告

書、家計簿等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和38年４月から39年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



愛知国民年金 事案 1135 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年 10 月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 10月から同年 12 月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、自宅に訪問していたＡ市Ｂ区役所

の集金人に納付したか、又は、夫が、送付された納付書で同区役所や金融機

関で納付してくれたはずなので、未納になっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号の払出時期から、申立人及びその夫は、昭和 41 年６

月ごろに国民年金の加入手続を行ったものと推認され、共に申立期間を除き

40年４月から 60歳到達月の前月までの保険料をすべて納付している。 

また、社会保険庁が保管する申立人及びその夫の被保険者台帳（マイクロフ

ィルム）により確認できる限り、夫婦は、申立期間を除く昭和 47年度から 58

年度までの国民年金保険料をすべて現年度納付しており、保険料の納付意識は

高かったものと認められる。 

さらに、申立人の被保険者台帳の昭和 53 年度の欄には、過年度納付書を送

付したとの記載がある。これは、申立人あるいは死亡したその夫の依頼により

送付されたものと考えられ、申立人は、納付書が送付されれば、その夫が必ず

納付したはずであるとしている。申立人及びその夫は、ほかにも過年度納付を

行ったことが、申立人の所持する領収書（40 年度から 42年度までの過年度保

険料の領収書）から確認でき、申立期間の保険料の過年度納付書が送付された

にもかかわらず、申立人の夫がこれを納付しなかったとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 1136 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年１月から同年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年１月から同年６月まで 

    平成５年 12 月に勤務先を退職した後、すぐにＡ村役場に行き、私自身の

国民年金加入手続と、妻の第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更

手続を行った。保険料も、夫婦共に納付しているはずだと思う。退職前に国

民年金や健康保険の説明を受け、私が夫婦の手続を行ったので、申立期間に

ついて、妻の種別変更はされている上、保険料も納付済みであるのに、私は

未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンラインシステム記録では、申立人の妻の第３号被保険者か

ら第１号被保険者への種別変更は平成６年１月 21 日に処理されたことが記録

されている。このことから、申立人の妻の種別変更手続は６年１月ごろに行わ

れたものと推認でき、５年 12 月末日に退職した後に、申立人の加入手続と併

せてその妻の種別変更手続を行ったとする申立人の説明と合致する。 

また、申立人の妻の申立期間の国民年金保険料は現年度納付されている。 

以上のことから、申立人が、その妻の第３号被保険者から第１号被保険者へ

の種別変更手続のみを行って保険料を納付し、申立人自身の国民年金加入手続

を行わず、保険料を納付していなかったとするのは不自然である。 

さらに、申立人は、申立期間当時の国民年金保険料は口座振替により納付し

ていたと記憶している。この点について、Ａ村では、申立期間当時、保険料を

口座振替により納付することが可能であったとしている上、社会保険庁のオン

ラインシステム記録により、申立人の妻の申立期間の保険料は口座振替により

納付されたものであることが推認でき、申立人の説明には信ぴょう性が認めら

れる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 1137 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40年１月から 42年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 42年３月まで 

    昭和 36 年の制度発足当時から国民年金に加入し保険料を納付していたこ

とは間違いないと思う。毎月若しくは納付期限の３か月ごとに集金人に納付

していた。金額は 100円単位だったと記憶している。私たち夫婦はすべての

公租公課における納付や手続を同時に行ってきたが、40年１月から 42年３

月までは、夫の記録は納付済みとなっているのに私の記録は未納となってい

ることは特に納得できないので、申立期間の保険料が納付されていたことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続に関与しておらず、加入手続を行ってくれた

とする申立人の父親が死亡しているため、加入手続の時期について確認するこ

とはできない。 

また、申立人は、昭和 36 年４月から国民年金に加入し、Ａ市Ｂ区で集金人

に保険料を納付していたと説明しているが、同市において集金人制度が創設さ

れたのは 37年 10月であり、申立人の説明と矛盾する。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、その夫と連番で昭和 42 年３月

にＡ市Ｃ区で払い出されており、申立人が申立期間当時に居住していたとする

同市Ｂ区、同市Ｄ区又はＥ市で別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。このため、申立人の国民年金加入手

続は同年３月ごろに行われたものと推認され、申立期間当時は未加入であり、

保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

一方、申立人及びその夫の国民年金加入手続が行われたと推認される時点で



は、申立期間のうち昭和 40年１月から 42年３月までの保険料を納付すること

が可能であり、申立人の夫の記録では、この期間の保険料は納付済みとされて

いる。 

しかし、申立人は、自分が夫婦二人の国民年金保険料を納付してきたと説明

している。このことは、申立人及びその夫の被保険者台帳で保険料の納付状況

が確認できる昭和 47年度から 58年度までの間、夫婦共に過年度納付が１回の

みで、しかもその対象期間及び納付時期が夫婦で同一であることからも、申立

人の説明のとおりと認められ、加入手続以前の期間の過年度保険料を申立人の

夫のみが納付し、申立人が納付しなかったとは考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間後、60 歳到達月の前月までの国民年金保険料

をすべて納付しており、保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和40年１月から42年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



愛知国民年金 事案 1138 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年３月及び同年４月の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年９月及び同年 10月 

② 昭和 44年２月から同年４月まで 

    時期は不明だが、自宅に集金人が来て、「国民年金保険料が未納となって

いるので、年金が支給されないことがある。」と言われ、その集金人から提

示された金額全額を現金で納付した。その時は領収書もくれなかったが、申

立期間の保険料も納付したはずなので、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁が保管する申立人の被保険者台帳（マイクロフィルム）では、申

立人は、昭和 44年５月から 48年３月までの国民年金保険料を第２回特例納付

により納付したことが記載されており、申立人が記憶する保険料の納付はこの

際のものであったと推認できる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は第２回特例納付の実施期間の最終月

である昭和 50 年 12 月に払い出されていることから、申立人は、同年 12 月に

加入手続を行い、同月中に上記の特例納付を行ったものと考えられる。 

さらに、被保険者台帳及び申立人の年金手帳では共に、申立人の国民年金資

格取得日は昭和 44 年３月１日と記載されており、申立人が、加入手続の際、

同年３月にさかのぼって資格取得したにもかかわらず、特例納付は同年５月以

降の保険料からとし、同年３月及び同年４月の保険料のみ未納とする必要性は

無く、不自然である。 

加えて、被保険者台帳の月別納付記録の欄では、昭和 47 年度の保険料は特

例納付と記録されている一方で、備考欄では特例納付期間は昭和 44 年５月か

ら 47 年３月までと記録されており、特例納付期間の終期の記録が相違してい



るほか、特例納付保険料の納付日及び納付金額が記載されていないなど、行政

において、申立人の特例納付の記録が適正に管理されていない状況が見受けら

れる。 

一方、上記のとおり、特例納付が行われたと推認される昭和 50年 12月の時

点で、申立人の国民年金資格取得時期は 44 年３月とされていたことから、そ

れ以前の期間である申立期間①、及び申立期間②のうち同年２月は無資格期間

であり、特例納付により当該期間の保険料を納付することはできなかったと考

えられる。 

そのほか、申立人が申立期間①、及び申立期間②のうち昭和 44 年２月の国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 44 年３月及び同年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 1139 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 10 月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 46年３月まで 

    私は高校卒業後、Ａ区のある師匠の内弟子として住み込みで修業していた。

国民年金については20歳を迎えた昭和42年９月ごろにＡ区役所で加入手続

をし、保険料の納付は毎月 3,000円の実家からの仕送りと、師匠から支給さ

れていた月 1,000円から 1,500円程度の手当を合わせた中から、毎月同区役

所へ出向くか集金人に納付していた。住み込みについての費用は一切かから

ず、保険料を納付することも可能だった。このため、保険料額等の詳細につ

いての記憶は無いものの、申立期間について未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立人は昭和 47 年３月の婚姻後も任意

加入し、平成 19年の 60歳到達時まで申立期間以外に未納は無いことから、申

立人の保険料納付意欲は高かったと推認される。 

また、Ａ区に当時の国民年金保険料収納制度について照会したところ、ⅰ）

同区では昭和 37年４月から 45年３月までの期間、国民年金推進員（集金人）

制度を採用していたが、期間経過後も、経過措置として推進員制度がなされて

いたと思われる、ⅱ）当時、区役所窓口での納付も可能であったとの回答であ

ることから、申立人の主張には一応の合理性が認められる。 

さらに、申立人は、申立期間当時、住み込みの費用は一切かからず、両親か

らの仕送りと師匠から支給される手当とを合わせて月額 4,000 円から 4,500

円の収入はあったと説明していることから、申立期間当時の月額保険料である

450円を納付することは可能であったと推認される。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 1140 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年７月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月から 39年３月まで 

    私は申立期間当時、小売業を自営しており、妻と共に国民年金に加入し町

内会で保険料を納付していた。夫婦二人分の保険料を併せて納付していたは

ずであるにもかかわらず、妻だけが納付済みとなっており、私が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその妻の国民年金手帳記号番号は昭和 39 年 11月 13 日に夫婦連

番で払い出され、資格取得日を共に 36年４月１日として強制加入している。 

申立人及びその妻が所持する昭和 41 年４月１日発行の国民年金手帳を見る

と、昭和 41年度から 45年度までの保険料納付について夫婦同日に検認を受け

ていることが確認できることから、夫婦共に国民年金に加入し、夫婦二人分の

保険料を併せて納付していたとする申立人の主張には合理性があると認めら

れる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号払出日を基準とすると、申立期間は過

年度納付することが可能である上、申立人の妻は申立期間について納付済みと

なっており、申立人及びその妻は、前述したとおり、国民年金加入後は夫婦二

人分の保険料を併せて納付していたと推認されることから、申立人は申立期間

について納付していたと考えるのが自然である。 

さらに、申立人には、申立期間直後の昭和 39 年度以降について未納期間は

無い上、申立期間は９か月と短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1141 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 11 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 11月 

    私は婚姻後の平成６年 12月 11日にＡ区からＢ市へ転居した。私は婚姻前

の同年 11月 16日に会社を退職したので、厚生年金保険被保険者の夫の被扶

養者（国民年金第３号被保険者）となるまでの間、国民年金第１号被保険者

として加入するため転居後間も無くＢ市役所でその手続を行った。後日、同

市役所から納付書が届いたので、改めて７年１月ごろにその納付書を持って

同市役所へ行き保険料を納付した。私には未納による督促を受けた記憶は無

い。この時の領収書は、17年 11月に現住所へ転居する際に廃棄してしまっ

たが、申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間である上、申立人は厚生年金保険からの切替手続

及び国民年金の種別変更手続を適切に行っており、申立人の国民年金加入期間

において申立期間を除いて未納は無い。 

また、申立人の制度共通の年金手帳（以下「年金手帳」という。）を見ると、

最初の資格取得日が平成４年８月１日となっておりＡ区の処理庁印が押印さ

れている。 

さらに、社会保険庁の記録によれば、申立人は申立期間前の平成４年８月か

ら５年３月までの保険料を納付している。これらのことから、払出日は不明で

あるものの、申立期間時点において申立人には国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことが確認できる。 

加えて、申立人の年金手帳を見ると、その後の資格喪失日が平成５年４月

16日、次の資格取得日が６年 11 月 16日、その次の資格喪失日が同年 12月 27

日、第３号被保険者の資格取得日が同日となっており、いずれにもＢ市の処理



庁印が押印されていることから、申立人はこれらの手続を行ったことが確認で

き、申立期間について保険料を納付することは可能であったと認められ、申立

人が申立期間のみについて保険料を納付しなかったと考えるのは不自然であ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知厚生年金 事案 975 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 34 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、同年７月から 35

年３月までは１万円、同年４月から 36 年３月までは１万 6,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年７月１日から 36年４月１日まで 

    昭和 34 年７月、Ａ社Ｂ支社に指導員候補として採用され、主な仕事はセ

ールスマンの指導役、教育係だった。給与明細書等の書類は残っていないが、

厚生年金保険料が給与から控除されていた記憶があるので、厚生年金保険被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社が保有する申立人に係る人事記録により、申立人が、

同社に昭和34年７月１日から継続して勤務していたことが確認できる。 

また、社会保険事務所の記録では、申立人は、入社から１年９か月後の昭和

36年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得しているところ、申立人と同

職種の同僚３人は、入社と同時に厚生年金保険に加入していることが確認でき

るとともに、申立人とほぼ同時期に入社した同僚についても、入社と同時に厚

生年金保険に加入していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人及び同僚の社会保険事務

所の記録から、昭和34年７月から35年３月までは１万円、同年４月から36年３

月までは１万6,000円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から申立人に係る申立てどおりの被保険者資格の取得届が提出された場合

には、その後被保険者報酬月額算定基礎届も提出されているにもかかわらず、

いずれの機会においても、社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難

いことから、事業主が昭和36年４月１日を厚生年金保険の資格取得日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立期間に係る保険料について納付の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 976 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53年 10月の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における

資格喪失日に係る記録を同年 11 月１日に訂正し、53 年 10 月の標準報酬月額

を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年 10月１日から 41年１月 25日まで 

             ② 昭和 41年７月 29日から 42年３月 16日まで 

             ③ 昭和 42年 11月 16日から 43年７月 16日まで 

             ④ 昭和 44年 12月 21日から 45年７月 21日まで 

             ⑤ 昭和 53年 10月 31日から 54年９月１日まで 

             ⑥ 平成 16年９月１日から同年 10月１日まで 

             ⑦ 平成 17年１月１日から同年５月１日まで 

    社会保険事務所に、二度にわたり年金記録照会申出書を提出し、回答を頂

いたが、申立期間すべてについて厚生年金保険の加入期間が不足しているの

で、当該期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間⑤について、雇用保険の記録及びＡ社からの回答により、申立人は、

同社に昭和 53年 10月 31日まで勤務し、同年 10月の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、申立期間⑤のうち、昭和 53 年 11 月１日から 54 年９月１日までの期

間については、厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料は無く、雇用保険

の記録も、離職日が 53 年 10 月 31 日となっているほか、申立人は、同年 11

月分から国民年金保険料を納付し、同年 11 月３日に国民健康保険に加入して

いることが確認できることから、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該



期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 

また、昭和 53年 10月の標準報酬月額については、同年９月の社会保険事務

所の記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が資格喪失日を昭和 53年 11月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを同年 10月 31日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年 10 月の保険料についての納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、同月の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

申立期間①について、社会保険事務所の記録では、申立人は、Ｂ社において

昭和 40 年７月 16 日に厚生年金保険被保険者の資格取得後、同年 10 月１日に

資格を喪失し、同年 10月 11日に同社の健康保険証を社会保険事務所に返還し

ていることが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管するＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票

の申立期間における健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

さらに、申立人は、申立期間に国民年金保険料を納付していることが確認で

きる。 

申立期間②について、雇用保険の記録により、申立人が、申立期間にＣ社に

勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ｃ社は平成 14 年１月 31 日に全喪、16 年 11 月 10 日に破産

宣告しており、当時の事業主及び事務担当者の証言が得られないため、申立人

が、事業主により申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていた事

実が確認できない。 

また、社会保険事務所が保管するＣ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票

の申立期間における健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

さらに、申立人は、申立期間を通じて国民年金に加入し、保険料を納付して

いることが確認できる。 

申立期間③について、社会保険事務所の記録では、申立人は、Ｄ社において

昭和 42年３月 27日に厚生年金保険の資格取得後、同年 11月 16日に資格喪失

しているところ、申立人は、「その後の申立期間についても、引き続きＤ社の

Ｅ支店に常勤で勤務していた。」と主張しているが、同期間については、Ｆ社

又はＧ社での厚生年金保険の加入記録が確認できることから、同時期にＤ社に

おいても厚生年金保険に加入していたとは考え難い。 

申立期間④について、Ｈ社は、昭和 50年１月１日に全喪、同年１月 24日に

Ｉ社に合併された後、解散している上、当時の事業主及び事務担当者は連絡先



不明により証言が得られないため、申立人が、同社に在籍し、事業主により申

立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていた事実が確認できない。 

また、社会保険事務所が保管するＨ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票

の申立期間における健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

さらに、申立人は、申立期間を通じて国民年金に加入し、保険料を納付して

いることが確認できる。 

申立期間⑥について、申立人は、Ｊ社が保管している健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書により平成 16 年９月１日に資格喪失しているこ

とが確認できる上、同様に、同資格取得確認及び標準報酬決定通知書により同

年 10 月１日に再度資格取得していることが確認できることから、同社の事業

主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を控除していたとは考え難い。 

申立期間⑦について、雇用保険の記録により、申立人は、申立期間にＪ社に

勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ｊ社が保管している給与明細書により、申立人は、申立期間

における厚生年金保険料を控除されていないことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間を通じて国民健康保険に加入している記録が確認

できる。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から④、⑥及び⑦に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



愛知厚生年金 事案 977 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年９月分の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社におけ

る資格取得日に係る記録を同年９月 21日に、資格喪失日に係る記録を同年 10

月６日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年ごろから 45年ごろまで 

              （Ａ社Ｂ支店） 

             ② 昭和 45年ごろから 59年ごろまで 

              （Ｃ社、Ｄ社及びＥ社） 

             ③ 昭和 60年４月ごろから同年 10月ごろまで 

              （Ｆ社及びＧ社） 

             ④ 昭和 61年ごろから 63年ごろまで 

              （Ｈ社） 

             ⑤ 昭和 62年 10月から平成元年６月まで 

              （Ｉ店） 

             ⑥ 平成３年９月から 15年７月まで 

              （Ｊ店及びＫ社） 

    申立期間①のうち１、２年ぐらい、Ａ社Ｂ支店で勤め、セールスマンをし

ていた。申立期間②は、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社に勤め、工場や現場で働いた。

申立期間③は、Ｆ社及びＧ社で運転手をしていた。申立期間④は、Ｈ社に勤

務していた。平成６年に社会保険の適用事業所になったとのことだが、当時

も厚生年金保険料を控除されていたと思う。申立期間⑤は、Ｉ店で、申立期

間⑥は、Ｊ店及びＫ社で働き、いずれも店員であった。いずれの事業所でも

厚生年金保険の加入記録が無いので調査してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③について、Ｇ社から提出を受けた源泉徴収簿、現金出納簿等によ

れば、申立人が昭和 60 年７月 12 日から同年 10 月５日まで同社に継続して勤

務し、このうち同年９月 21 日から同年 10 月５日までの勤務に対する同年 10

月 26 日支払分給与から、同年９月分の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

一方、上記源泉徴収簿等によれば、昭和 60年７月 27日支払分給与（支給対

象期間は同年６月 21 日から同年７月 20 日まで。）からは社会保険料は控除さ

れておらず、同年８月 27日支給分給与（支給対象期間は同年７月 21日から同

年８月 20 日まで。）及び同年９月 27 日支払分給与（支給対象期間は同年８月

21 日から９月 20 日まで。）については、厚生年金保険料が一旦控除されたも

のの、同年９月 30 日に申立人に返金されたことが確認できる上、申立人に保

険料を返金したことについて、同社は、「当社規定により、採用と同時に厚生

年金保険に加入させない取扱いであったが、申立人は、強い加入希望があった

ため、厚生年金保険料を給与から控除した。しかし、申立人から提出を受けた

書類に不備があり、加入手続が遅れたため、控除した厚生年金保険料を還付し

たものである。」と回答していることから、申立人が厚生年金保険の被保険者

として、申立期間③のうち同年７月 12日の入社から同年９月 20日までの期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 

また、昭和 60 年９月の標準報酬月額については、源泉徴収簿の保険料控除

額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は特段の根拠を示すことなく納付したとしているが、申立期間に

係る社会保険庁の厚生年金保険被保険者名簿に健康保険整理番号の欠番も申

立人の名前も見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失

われたことは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても

社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いことから、事

業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 60 年９月分の厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

申立期間①について、Ａ社によれば、現存する同社Ｂ支店は、平成７年に新

設された事業所であるため、当時の申立事業所とは異なっている。同社によれ

ば、「Ｂ支店については、住所記録が散逸したまま移転や統廃合を繰り返して

いたため、申立期間当時の資料は現存せず、当時Ｂ支店が存在したか確認でき

ない。歩合制のセールスマンについては、社会保険に加入させておらず、昭和

50 年以前は在籍記録も残っていない上、保管している従業員名簿台帳（38 年



代から 40年代前半ごろまで）及び厚生年金基金（42年３月設立）の記録には

申立人の名前は見当たらない。」との回答である。 

また、社会保険事務所の記録によれば、昭和 36 年 10 月１日から 37 年６月

１日までの期間及び 45 年 11 月１日から 48年２月１日までの期間について、

Ａ社Ｂ支社名で厚生年金保険の適用事業所の手続が行われているものの、社会

保険事務所における健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の名前は無

く、健康保険整理番号の欠番も無い上、同社の他の支店等に係る社会保険庁の

被保険者名簿等を確認しても、申立人の名前は見当たらない。 

さらに、申立ての同僚二人は、姓しか記憶が無く、当該同僚の特定ができな

い。 

加えて、月給は 30 万円ぐらいから多いときには 100 万円ぐらいで、厚生年

金保険料を５万円ぐらい控除されていたと申立人は主張しているが、昭和 45

年当時の標準報酬月額の最高等級は 28級 10 万円で、厚生年金保険料は 3,100

円であり、申立人の主張と齟齬
そ ご

している。 

申立期間②のうちＣ社について、同社は昭和 48年９月 10日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、申立期間のうち 45年ごろから 48年９月９日まで

は厚生年金保険の適用事業所でない上、社会保険事務所における健康保険厚生

年金保険被保険者原票等によれば、同社が厚生年金保険の適用事業所となった

同年９月 10日から、次の申立期間③の 60年４月までの期間に申立人の名前は

無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

また、Ｃ社によれば、同社には申立期間当時の資料は保存されておらず、長

年事務を担当していた元職員（厚生年金保険加入期間は昭和 48 年 11 月 10 日

から平成３年１月 21日まで。）も申立人を記憶していないため、申立人の在籍

記録、厚生年金保険の加入状況等が確認できない。 

さらに、申立人が記憶している先輩は、Ｃ社の被保険者記録が確認できず、

同姓で下の名前が類似した者は被保険者記録が確認できるものの、同人は既に

死亡しており、周辺事情を調査することができない。 

加えて、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 48年９月 10日から

63 年２月 21 日まで被保険者記録が確認できる同僚二人は、申立人について、

「勤務していなかった。」、「覚えていない。」と証言している。 

申立期間②のうちＤ社について、昭和 52 年６月１日から 53 年９月 30 日ま

での期間について、同社の雇用保険の加入記録があり、同社も申立人が勤務し

ていたことを認めているものの、同社は厚生年金保険の適用事業所の手続が行

われていない。 

また、Ｄ社では、申立人は臨時雇いのアルバイトであり、正職員ではなかっ

たと証言している。 

さらに、申立人は、同僚一人の姓しか記憶が無く、当該同僚の特定をするこ



とはできない。 

加えて、申立人は昭和 51年４月 26日から 54 年２月 22日まで国民年金に加

入し、この間の国民年金保険料を納付している。 

申立期間②のうちＥ社について、社会保険事務所における健康保険厚生年金

保険被保険者原票等によれば、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和

42 年 10 月１日から、次の申立期間③の 60 年４月までの期間に申立人の名前

は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

また、Ｅ社によれば、「当時の資料が無く、申立人が在籍していたかどうか

不明であるが、会社の方針により、入社から３か月間を見習期間とし、それ以

降は全員、社会保険に加入させることにしている。社員の誰も申立人を記憶し

ておらず、社会保険庁の記録も無いということであれば、仮に在籍していたと

してもごく短期間の在籍であったと考えられる。」としている。 

さらに、申立人は同僚等については、関連企業の契約社員一人の姓しか記憶

が無く、同人の特定をすることはできない。 

加えて、申立期間前後にＥ社で厚生年金保険加入記録のある同僚二人は、い

ずれも申立人を覚えておらず、このうち一人は、「自分は入社してすぐに厚生

年金保険に加入したが、社長がワンマンであるため、厚生年金保険の加入時期

はまちまちであった。」と証言している。 

申立期間③のうちＦ社について、同社から提出を受けた源泉徴収簿等によれ

ば、申立人が昭和 60年４月ごろから同年６月 27日まで勤務していたことは確

認できるものの、控除されている社会保険料控除額は 500円から 1,500円程度

であり、給与支給総額が９万円から 26 万円程度であることから、厚生年金保

険料額を含むものとしては著しく少額であり、雇用保険料のみが控除されてい

たものと考えられる上、この源泉徴収簿には「パート」とメモ書きされており、

同社も「申立人はパート扱いであり、社会保険には加入していなかった。」と

している。 

また、社会保険庁の厚生年金保険被保険者記録によれば、申立期間に申立人

の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

さらに、申立人が記憶している同僚には連絡が付かず、申立期間にＦ社で厚

生年金保険加入記録のある二人に照会したところ、一人は「申立人は見習であ

った。」、他の一人は「申立人はいなかったような気がする。」としている。 

申立期間④について、Ｈ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは平成６

年２月 21 日であり、申立期間については厚生年金保険の適用事業所の手続が

行われていないことが確認できる。 

また、Ｈ社に留守番電話及び文書照会しても回答は無く、調査への協力が得

られないため、申立人の在籍記録等が確認できない。 

さらに、申立人は、申立期間④のうち、昭和 60 年 11 月５日から 62 年 10

月３日までは別の事業所で厚生年金保険に加入しており、また、同年 10 月３



日から平成元年６月 26日まで国民年金に加入しており、そのうち昭和 63年７

月から平成元年３月までは保険料が法定免除されている。 

加えて、Ｈ社が厚生年金保険の適用事業所となった平成６年２月 21 日に資

格取得した同僚４人のうち、厚生年金保険手帳記号番号が基礎年金番号に統合

されている３人は、Ｈ社が厚生年金保険の適用事業所となるまで、国民年金に

加入して国民年金保険料を納付（一部未納）し、または申請免除をされている。

このうち一人は、申立人については覚えておらず、「昭和 57、58年ごろに入社

し、会社が厚生年金保険の適用事業所となるまで、自分で国民年金及び国民健

康保険に加入していた。」と証言している。 

申立期間⑤について、Ｉ店、同店経営会社のＬ社、Ｌ社が平成５年 10 月１

日に合併したＭ社は、厚生年金保険の適用事業所の手続が行われていないこと

が確認できる上、Ｉ店は既に無く、Ｌ社は平成 13年 11月に破産しており、元

役員の現在の連絡先も不明である。 

また、申立人は昭和 62 年 10 月３日から平成元年６月 26 日まで国民年金に

加入し、そのうち昭和 63 年７月から平成元年３月まで保険料を法定免除され

ている。 

さらに、申立人は同僚については記憶しておらず、周辺事情を調査すること

ができない。 

申立期間⑥のうちＪ店について、同店を経営するＮ社は平成４年 10 月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち３年９月から４年

９月 30 日までは厚生年金保険の適用事業所でない上、社会保険庁の厚生年金

保険被保険者記録によれば、同社が厚生年金保険の適用事業所となった４年

10 月１日以降に申立人の名前は無く、縁起が悪いため、当初から欠番にした

と思われるＯ番以外に健康保険整理番号の欠番は無い。 

また、Ｎ社によれば、同社には申立期間当時の資料が保存されておらず、申

立人の在籍記録、厚生年金保険の加入状況等が確認できない。 

さらに、申立人は、平成３年９月１日から 15 年７月１日まで国民年金に加

入しており、そのうち６年３月から 15 年６月までは国民年金保険料が法定免

除されている上、３年９月１日から６年５月 20 日までは国民健康保険に加入

している。 

加えて、申立人は同僚について記憶しておらず、Ｎ社が厚生年金保険の適用

事業所となった平成４年 10 月１日以降の申立期間に厚生年金保険加入記録の

ある同僚二人は、いずれも、自分はＪ店で勤務していたが、申立人について記

憶が無いとしている。 

申立期間⑥のうちＫ社について、所轄の警察署及び事業者組合に照会し、申

立期間当時の電話帳も確認したが、申立人が記憶している市内に同名または名

称の類似した事業所は見当たらず、申立事業所は確認できない。 

また、Ｋ社という名称の厚生年金保険の適用事業所は確認できない。 



さらに、申立人は、平成３年９月１日から 15 年７月１日まで国民年金に加

入しており、そのうち６年３月から 15 年６月までは国民年金保険料が法定免

除されている上、３年９月１日から６年５月 20 日までは国民健康保険に加入

している。 

加えて、申立人は同僚については記憶しておらず、周辺事情を調査すること

ができない。 

このほか、申立期間①、②、④、⑤及び⑥について、申立人が厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料等は無

い。 

また、Ｄ社を除く申立事業所のすべてについて、雇用保険の加入記録が確認

できない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②、④、⑤及び⑥の期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



愛知厚生年金 事案 978 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間②及び③の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ出張

所における資格取得日に係る記録を26年８月１日に、同社Ｃ出張所における資

格取得日に係る記録を27年６月30日に訂正し、申立期間の標準報酬月額につい

て、26年８月から27年３月までは7,000円、27年６月から同年８月までは8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②及び③の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年９月１日から 24年４月１日まで 

             ② 昭和 26年８月１日から 27年４月１日まで 

             ③ 昭和 27年６月 30日から同年９月１日まで 

厚生年金保険の加入期間を照会したところ、申立期間については厚生年金

保険の記録が無いとの回答をもらった。 

しかし、私は、昭和 22 年９月から平成２年１月まで、同一の事業所に勤

務しており、異動はしたが、休職や転職はしていないので、加入記録が無い

との回答には納得できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び③については、Ａ社の人事記録、雇用保険の記録等から判断

して、申立人が同社に継続して勤務し（昭和26年８月１日にＤ支店からＢ出張

所に異動、27年６月30日に同出張所からＣ出張所に異動)、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所の記録から、昭

和26年８月から27年３月までは7,000円、27年６月から８月までは8,000円とす

ることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る申立期間②及び③の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

申立期間①については、Ａ社の在籍証明書及び雇用保険の記録から、申立人

が同社Ｄ支店に勤務していたことは推認できるが、社会保険事務所の記録によ

ると、同支店は、申立期間直後の昭和24年４月１日に厚生年金保険の適用事業

所となっており、申立期間当時は適用事業所でなかったことが確認できる。 

また、申立人が保管している資料に、「本店在籍Ｄ出張員」と記録されてい

る申立人を含む８人について、その年金記録を確認したが、Ａ社Ｄ支店が厚生

年金保険の適用事業所となった昭和24年４月１日に全員が資格取得している

ことが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる関連資料は無く、ほかに申立てに係る事実をう

かがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 979 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は昭和 37 年４月１日、Ｂ社における資格

喪失日は 39年１月５日、Ｃ社における資格喪失日は 41年 11月 19日であると

認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 36年９月から 37年３月ま

でを１万円、38 年 12 月を３万 3,000 円、41年７月から同年 10 月までを２万

4,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年２月から 35年１月５日ごろまで 

             ② 昭和 36年９月から 37年４月１日まで 

             ③ 昭和 38年 12月 25日から 39年１月５日まで 

             ④ 昭和 41年７月 15日から同年 11月 19日まで 

私は、昭和 32 年２月からＡ社で働きはじめ、45 年７月 14 日に退職する

まで同社で運送の仕事をしていた。同社は、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社と会社名を変

更しながら、その都度、厚生年金保険制度に脱退、新規適用を繰り返してい

るため、そのつなぎ目の期間が空白となっている。 

しかし、その期間も継続して厚生年金保険料が控除されていたと記憶して

いるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、申立てに係る事業所は、昭和35年１月５日

にＡ社として新規適用、36年９月１日に全喪、37年４月１日にＢ社として新規

適用、38年12月25日に全喪、39年１月５日にＣ社として新規適用、41年７月15

日に全喪、同年11月19日にＤ社として新規適用し、現在に至っている。 

しかし、申立人の同僚及び事業主の証言によると、申立てに係る事業所は、

申立期間についても事業を継続して行っており、申立人は、申立てに係る事業

所に昭和35年１月５日から45年７月14日まで継続して勤務していたものと認

められる。 



また、社会保険事務所が保管している申立人の厚生年金保険被保険者原票に

よると、申立期間③については、昭和39年３月９日に出生した申立人の長男の

被扶養者資格記録、育児手当金及び配偶者分娩費の支払記録が記載されるとと

もに、社会保険庁に対する資格喪失届の進達がＢ社全喪日（38年12月25日）か

ら約４か月後の39年４月30日に行われたこと、申立期間④については、事業所

の全喪日（41年７月15日）以降の同年10月に標準報酬月額の定時改定が行われ

るとともに、社会保険庁に対する資格喪失届の進達がＣ社全喪日から約５か月

後の同年12月５日に行われたことが確認できることから、申立期間③及び④に

係る全喪及び資格喪失の記録は、さかのぼって訂正されたものと認められる。 

一方、申立期間②については、全喪及び資格喪失の記録がさかのぼって訂正

されていることが確認できる資料は無いものの、事業所の全喪日（昭和36年９

月１日）以降の同年10月に標準報酬月額の定時改定が行われたことが確認でき

るとともに、申立期間③及び④に係る全喪及び資格喪失の記録がさかのぼって

訂正されていることから判断して、申立期間②についても全喪及び資格喪失の

記録がさかのぼって訂正されたものと推認される。 

しかし、当該訂正処理前の記録から、全喪時点において申立ての事業所が適

用事業所としての要件を満たしていたと認められることから、適用事業所でな

くなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、申立期間②、③及び④に係

る被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理

に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の被保険者資格の

喪失日は、申立期間②については昭和37年４月１日、申立期間③については39

年１月５日、申立期間④については41年11月19日であると認められる。 

また、申立期間②、③及び④の標準報酬月額については、社会保険事務所の

記録から、昭和36年９月から37年３月までを１万円、38年12月を３万3,000円、

41年７月から同年10月までを２万4,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間①については、社会保険事務所が保管している申立人に係る

厚生年金保険被保険者記号番号払出簿及び厚生年金保険被保険者原票による

と、申立人の資格取得日はいずれの記録も昭和35年１月５日であることが確認

でき、社会保険事務所の記録に不自然な状況は見当たらない。 

また、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる関連資料は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 980 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和45年11月24日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万8,000円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月 24日から同年 11月 24日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険被保険者期間を確認したところ、昭和 45

年 10月 24日から同年 11月 24日までの記録が無いとの回答をもらった。 

昭和 37 年３月５日に入社し、平成 15 年６月４日に退職するまでの 41 年

２か月間ずっとＡ社に勤務してきた。１か月間空白になっている期間につい

ても厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の提出したＤカード、社会保険事務所から事業所への質問に対する回

答及び雇用保険の記録により、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和45年11

月24日に同社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支店における昭和45年９

月の社会保険事務所の記録から、４万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、Ａ社健康保険組合における資格得喪日が昭和45年11月24日と

なっていることを理由として厚生年金保険料の納付を行っていたものと主張

するが、このほかに事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。



愛知厚生年金 事案 981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係る事業所における資格取得日は昭和 19年 10月１日、資

格喪失日は 20年８月 31日であると認められることから、申立期間に係る厚生

年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 30円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 20 年８月 15日まで 

    私は昭和 19 年３月に高等女学校を卒業後、同年４月１日からＡ社に勤務

し、20 年８月 15 日をもって同社を退社した。一緒に働いていた友人等は、

Ａ社での加入記録があり、年金を受給しているが、自分にだけ記録が無いこ

とに納得がいかない。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保存している入職者名簿から、申立人が同社に昭和19年３月20日から

女子挺身隊として勤務していたことが確認できるとともに、同僚二人の証言か

ら、申立人が同社を昭和20年８月15日に退職したことが推認できる。 

また、申立人と同日にＡ社に入社し、申立人と同様に女子挺身隊として働い

たとする同僚二人は、申立期間において厚生年金保険被保険者としての記録が

存在する。 

さらに、申立人と申立人が記憶する同僚14人について、社会保険事務所が保

管する厚生年金保険被保険者台帳索引票とＡ社が保管している入職者名簿の

記録がほぼ一致していることから、当該事業所は、厚生年金保険制度発足時に

申立人及び同僚14人が厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会

保険事務所に行ったことが認められる。 

加えて、社会保険事務所には、厚生年金保険制度発足当時の被保険者名簿は

保管されておらず、現在保管されている同名簿は、後日書き換えられたもので



あり、事由は不明であるが、欠番が非常に多いものとなっている同名簿は、完

全な記録とは言い難いことから、社会保険事務所における年金記録に係る管理

は不適切であったものと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する昭和19年10月１

日に被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認め

られる。 

また、資格喪失日については、事業主は、記録の保存が無く不明としている

が、申立期間に被保険者記録の存在する複数名の同僚の記録から、昭和20年８

月31日に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったものと

認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、被保険者名簿に記載のある申立

人と同日に資格取得をした同年の同僚の記録から、30円とすることが妥当であ

る。 



愛知厚生年金 事案 982 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 43 年４月 11 日に、資格喪失日に係る記録を同年 10 月２日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を２万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月 11日から同年 10月２日まで 

    私は、前職であった会社の次長の紹介で、申立期間にＡ社に正社員として

入社した。厚生年金保険記録が無いことに納得できない。申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社後継会社であるＢ社が申立人に交付した人事記録により、申立人が申立

期間においてＡ社に勤務していたことが認められる。  

また、Ａ社後継会社であるＢ社は、「当時、Ａ社では、すべての社員を厚生

年金保険に加入させていた。申立人は正社員として勤務していたので、厚生年

金保険に加入させるべき身分であった。」と回答していることから、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認められる。  

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る人事記録及び同僚

の記録から、２万4,000円とすることが妥当である。  

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期間の被保

険者原票の整理番号に欠番が無い上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者

資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届も提出され

ていると思われるところ、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出



を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所への被保

険者資格の取得及び喪失に係る届出が行われておらず、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和43年４月から同年９月までの保険料について納入告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 983 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 25年４月８日に訂正し、申立期間②の標準報酬

月額を 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年３月 20日から 23年２月１日まで 

             ② 昭和 25年３月 31日から同年４月８日まで 

    私は、昭和 22年３月に旧制中学校を卒業してすぐにＡ社に入社し、59年

に退職するまでグループ内での転勤はしたが、継続して同社に勤務したので、

厚生年金保険の空白の期間があることは納得できない。申立期間①及び②に

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社の人事記録及び在職証明書から、申立人が昭和

22年３月20日に入社し、申立期間①において同社に勤務していたことが確認

できる。 

しかし、当該期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該保険料控除に関する申

立人の記憶も不明確である。  

また、Ａ社に申立人と同期入社した同僚７人は、配属された事業所ごとに

厚生年金保険の資格取得時期が相違しており、各人が入社から２か月から２

年の間は厚生年金保険に加入していなかった状況がみられる。 

さらに、社会保険庁の記録上、Ａ社Ｂ支店は申立期間①以後の昭和23年２

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①においては適

用事業所でなかったことが確認できる。 



加えて、上記の同僚からは、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実をうかがわせる証言は得られなかった。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、Ａ社の人事記録、厚生年金基金加入員台帳及び雇用

保険の記録から判断すると、申立人が申立てに係る事業所に継続して勤務し

（昭和 25年４月８日にＡ社Ｂ支店から関連会社であるＣ社に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 25 年２月の社会保険事

務所の記録から、5,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案 984 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 30 年 10 月１日に、同社Ｃ本店における資格取

得日に係る記録を昭和 30 年 10 月１日に訂正し、申立期間③の標準報酬月額を

１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 16年 12月から 19 年６月１日まで 

             ② 昭和 21年３月１日から 23年 10月１日まで 

             ③ 昭和 30年９月 27日から同年 10月 15日まで 

             ④ 昭和 31年２月 25日から同年６月１日まで 

昭和 16 年 12月から 31 年５月までＡ社で勤務していた。Ｄ支店及びＢ支

店では支店長として勤務していたこともある。途中で退職することなく、継

続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和16年12月から19年６月１日までを申

立期間としているが、申立人の妻が「夫は、工場作業員ではなく事務方の仕

事をしていた。」と証言していること、及び当時の女子及び一般職員に係る

厚生年金保険制度の運用開始時期は19年10月であることから、当該運用開始

前の期間である申立期間①は、申立人が厚生年金保険の被保険者となること

ができない期間であったと認められる。 

２ 申立期間②について、同僚の証言から、申立人がＡ社で勤務していたこと

は推認できるが、当該期間について、申立人には厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 



また、Ａ社は既に全喪しており、申立期間当時の関連書類の保存は無く、

当時の事業主等も既に他界していることから、申立人に係る保険料控除につ

いて証言を得ることはできない。 

さらに、Ａ社Ｄ支店の複数の同僚は、申立人と同様に昭和23年10月１日に

被保険者資格を取得しており、それ以前の期間に同社での加入記録は無いこ

とが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

３ 申立期間④について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、Ａ社は既に全喪しており、申立期間当時の関連書類の保存は無く、

当時の事業主等も既に他界していることから、申立人に係る保険料控除につ

いて証言を得ることはできない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び④に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

４ 申立期間③について、当時の同僚は、申立人がＡ社に継続して勤務し、申

立期間に同社Ｂ支店から同社Ｃ本店へ転勤した旨を証言している。 

また、Ａ社の後継会社は、当時の資料は保管されていないとしているが、

社会保険事務所の記録によると、申立期間以外の申立人に係る同社における

事業所間異動の日付は、おおむね１日付けで行われていることから、同社Ｂ

支店から同社Ｃ本店への異動日は、昭和 30年 10月１日であったと考えるの

が自然である。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該人事異動の前後を通じて、

Ａ社Ｂ支店及び同社Ｃ本店に継続して勤務し、申立期間③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 30 年８月の社会保険事

務所の記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ａ社は既に全喪しており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格を喪失及び取得した旨の届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、行ったとは認められない。



愛知厚生年金 事案 985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和38年１月16日であると認められる

ことから、申立期間のうち、申立期間①に係る厚生年金保険被保険者資格の取

得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額は２万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年１月から同年５月まで 

             ② 昭和 40年５月から同年８月まで 

    私は、申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社にて勤務

した。厚生年金保険料を給与から控除されていたはずなので、厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、社会保険事務所が保管する申立人のＡ社における被

保険者原票によると、申立人は、昭和 38年１月 16日に厚生年金保険被保険

者の資格を取得し、同年９月１日に資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立人の資格取得日とされている昭和 38 年６月１日は、当該被保

険者原票によると、標準報酬月額の変更年月日である旨記載されていること

から、社会保険事務所における年金記録に係る管理及び処理が不適切であっ

たものと推認される。 

これらを総合的に判断すると、申立期間①について、申立人は、昭和 38

年１月 16 日からＡ社に勤務し、事業主は、申立人が昭和 38 年１月 16 日に

厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対して

行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の被保険者原票の記録

から、２万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②について、申立人は申立期間当時にＢ社が施工した工事現場や

工事概要を記憶しており、同社の同僚は申立人が申立期間に勤務していたこ



とを記憶していることから、申立人が申立期間に同社に勤務していたものと

推認できる。 

しかし、申立期間②について、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、申立人について、Ｂ社における雇用保険の加入記録は確認できない。 

さらに、当該事業所は既に解散しており、申立期間当時の関連資料等を確

認することができず、かつ、当時の事業主から証言を得ることもできない。 

加えて、申立期間のＢ社に係る社会保険事務所の被保険者原票の整理番号

に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



愛知厚生年金 事案 986 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年６月１日から 34年２月１日まで 

    私は、昭和 34 年１月にＡ社を退職して郷里に帰省したが、同年６月ごろ

から９月ごろまでの４か月間ほど大病で入院していたので脱退手当金の手

続をすることはできなかった。Ａ社を退職するとき、退職金は無く、脱退手

当金の説明も無かった。以上のことにより、申立期間について厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所の被保険者名簿に記載されている受給資格を満たしている女性

被保険者 12 人のうち、脱退手当金の支給を受けている者は５人と少なく、ま

た、女性の受給資格者のうち５人は、いずれも「会社から脱退手当金の説明は

無かった。脱退手当金を受け取ったことは無い。」と事業主による代理請求を

否定していることから、事業主が代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前のＢに係る被

保険者期間については、その計算の基礎とされておらず、未請求となっている。 

しかしながら、未請求となっている被保険者期間は、中学校を卒業後、当該

中学校の推薦で就職し、約１年間勤務した事業所であることから、申立期間の

みを請求し、未請求となっている被保険者期間を申立人が失念するとは考え難

い。 

さらに、申立人の同僚で、脱退手当金の支給を受けている５人のうち４人は

脱退手当金を支給したことを表す「脱」の表示があるが、申立人の厚生年金保

険被保険者名簿には「脱」の表示は無い。 

加えて、申立人は、「脱退手当金支給手続をしたとされる昭和 34年５月ごろ



から同年９月ごろまで、大病を患い入院していたので、脱退手当金の手続をで

きる状態ではなかった。」と証言しているところ、この証言は当時の状況を具

体的かつ詳細に説明するものであり、申立人の夫（当時は未婚）と姪は、「申

立人が大病を患い４か月ほど長期の入院をしていたのでお見舞いに行った。」

と証言していることを踏まえれば、申立人の脱退手当金を申請していないとの

主張には、信憑性が認められる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1142 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

    昭和 36年４月から 39年３月までの保険料については、区役所からの集金

人に納付していたはずであり、未納となっていることは納得できない。 

保険料の納付の事実が確認できるものは何も無いが、申立期間について保

険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付に関与し

ておらず、これらを行ったとする申立人の元夫は既に死亡しており、当時の状

況をうかがい知ることはできない。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出

されたのは、昭和 39年 12月であり、申立人の国民年金加入手続はこのころに

行われたものとみられ、この時点では、申立期間のうち 36年４月から 37年９

月までの国民年金保険料は時効のため、納付することができない。 

さらに、申立人は申立期間の保険料をＡ市Ｂ区役所の集金人に毎月納付した

としているが、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日を基準にすると、申立

期間の保険料は過年度保険料となり、同市では、集金人（国民年金推進員）は

過年度保険料を取り扱っておらず、３か月ごとに保険料を徴収する集金人（国

民年金推進員）の戸別訪問制度が開始されたのは、昭和 37年 11月からである

としていることから、申立人の主張とは一致しない。 

加えて、申立人は申立期間において夫婦二人分の保険料を一緒に納付してい

たとしているが、申立人の元夫も申立期間については、未納となっている上、

申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる関連資料（確定申告

書、家計簿、日記等）も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1143 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年５月から 44 年 11 月までの期間、55 年１月から 58 年７

月までの期間、59年４月から 60年８月までの期間及び同年 10月から 61年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年５月から 44年 11月まで 

② 昭和 55年１月から 58年７月まで 

③ 昭和 59年４月から 60年８月まで 

④ 昭和 60年 10月から 61年３月まで 

    私は、昭和 38 年３月に初めて国民年金に加入してから、厚生年金保険に

加入していた期間を除き 60 歳になるまで、ずっと国民年金に加入し保険料

を納付しており、その後も 65 歳まで加入し保険料を納付してきた。特に申

立期間②、③及び④についてはＡ市に転居後の期間で、私は美容師として仕

事をしており収入があり、夫も会社員であったため納付は困難ではなく、国

民健康保険の保険料の支払の際に一緒に銀行で納付していたので、申立期間

の国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する国民年金手帳の被保険者資格喪失の記録欄には、申立期間

①の始期である昭和 43年５月、申立期間②の始期である 55年１月及び申立期

間③の始期である 59 年４月に申立人が国民年金の被保険者資格を喪失してい

ることが記載されており、申立人はこれら期間において国民年金に未加入であ

ったものとみられる。 

また、申立期間④については、申立期間③の始期である昭和 59 年４月から

61年３月までの連続した国民年金未加入期間であったものが平成 14年６月に

厚生年金保険の加入記録（昭和 60 年９月の１か月間）が追加・補正されたこ

とによりできた期間であり、申立期間④においても申立人は国民年金に未加入



となる。 

さらに、これらのことは社会保険庁の記録とも符合する上、申立期間の大半

は申立人の夫が厚生年金保険の被保険者であり、申立人の国民年金加入は任意

加入であったことからしても申立人の記録に不自然な点はみられないほか、申

立人は申立期間以外にも未納期間が散見される。 

加えて、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）が無く、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1144 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年 12月から 58年３月までの期間、同年５月から 59年１月

までの期間、63 年２月から同年５月までの期間、同年７月から平成元年２月

までの期間及び３年８月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年 12月から 58 年３月まで 

② 昭和 58年５月から 59年１月まで 

③ 昭和 63年２月から同年５月まで 

④ 昭和 63年７月から平成元年２月まで 

⑤ 平成３年８月 

    私は、平成７年３月ごろ、Ａ町役場へ国民年金と国民健康保険の手続に行

った際、職員から国民年金について申立期間の未納を指摘された。その時、

約 10万円程度支払ったのに、申立期間が未納であるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成７年３月ごろにＡ町役場で申立期間の国民年金保険料の未納

を指摘されたとしているが、この時期を基準とすると、申立期間の保険料は時

効により納付できない。 

また、この時期は特例納付実施期間ではなく、申立期間の保険料をさかのぼ

って納付することはできない。 

さらに、申立期間の保険料合計額は 17 万 4,150 円であり、申立人の主張す

る 10万円程度の金額とは乖離
か い り

する。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1145 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年９月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年９月から 57年３月まで 

    申立期間のうち、20歳以降、Ａ市からＢ市Ｃ区に転居する昭和 44年７月

までの間については、20 年ほど前に亡くなった父親から「年金はきちんと

やってある。」と聞いており、国民年金保険料は納付してあるはずである。 

その後、昭和 57 年に実家のあるＡ市に戻るまでの間は幾度か転居してい

るが、保険料は勤めていた会社で給与から天引きして納付してくれていたは

ずである。申立期間について保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20歳到達に伴う国民年金被保険者資格取得手続及び昭和 44年７

月にＢ市に転居するまでの保険料の納付については関与しておらず、これらを

行ったとする申立人の父親も既に亡くなっているほか、申立人の母親からも事

情聴取したが、申立人の父親が申立人の保険料を納付したことをうかがわせる

事情は見いだせなかった。 

また、申立人は、申立期間のうち昭和 44年７月の転居から 57年９月に実家

のあるＡ市に戻るまでの期間については、当時、申立人が勤務していた会社が

給与からの天引きにより申立人の保険料を納付していたとしているが、転居の

都度、国民年金に係る手続を行った記憶は明確ではないほか、この間、申立人

は自身の保険料の納付について、会社に対して代行を依頼したことも無ければ、

納付書を見たことも無いとしており、申立人の主張には不合理な点が認められ

る。 

さらに、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されたのは昭和 57 年９月

であり、このころ申立人は国民年金被保険者資格取得手続を行ったものとみら

れるが、この時点では、申立期間の大半は時効により国民年金保険料を納付で



きないほか、同時点で時効に到達していなかった期間(55 年７月から 57 年３

月まで)については過年度保険料として納付することは可能であったが、申立

人は申立期間についてさかのぼって保険料を納付した記憶は無いとしている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料の納付を行ったことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1146 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年７月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 53年３月まで 

    私は、昭和 53年３月に大学を卒業し、翌月、Ａ市Ｂ区の実家に転居した。

その後、国民年金に加入するよう通知が届いたので、区役所で加入手続を行

い、同年４月分から区役所で保険料を納付し、年金手帳も受領した。 

その後、昭和 54 年４月から同年６月ごろに、２回ほど申立期間の保険料

を納付するよう催促状が区役所から届き、父親が援助すると言うので、同年

６月ごろにＢ区役所で 20 万円余りを納付した。その際、領収書の代わりに

新しい年金手帳をその場で手渡され、古い年金手帳は回収された。その新し

い年金手帳の「初めて被保険者となった日」欄には「昭和 50年７月 21日」

と記入されていたが、61年 12月に氏名変更等の手続のためＢ区役所に行っ

た際に、「昭和 53年４月１日」と書き換えられたのを覚えている。 

保険料の納付の事実が確認できる資料は無いが、申立期間について保険料

の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年に国民年金の加入手続を行ったとしているが、申立人

の国民年金手帳記号番号は 54 年６月に払い出されており、それ以前に別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

また、申立人が所持する年金手帳の「初めて被保険者となった日」欄は、修

正時点は不明であるが、申立人の説明のとおり、「昭和 50年７月 21日」から

「昭和 53年４月１日」に修正されている。 

しかし、社会保険庁が保管する申立人の被保険者台帳（マイクロフィルム）

では、資格取得日は当初から昭和 53 年４月１日と記載されており、後日に修



正した形跡は認められない。 

以上のことから、申立人の国民年金資格取得届手続は昭和 54 年６月ごろに

行われたものと推認され、このことは、昭和 53年度分の保険料が 54年８月に

過年度納付された記録があることとも符合する。 

さらに、少なくとも、当該資格取得届が社会保険事務所に進達された時点で

は、申立人の資格取得日は昭和 53 年４月１日とされていたものと考えられる

ことから、これ以前の期間である申立期間は無資格期間であり、保険料を納付

することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立人は、申立期間は学生で任意加入対象者であったが、任意加入

対象期間については、制度上、加入手続の時点からさかのぼって資格取得する

ことはできず、保険料を納付することもできない。 

その上、申立人は、昭和 54 年に申立期間の国民年金保険料を一括納付した

としていることから、その納付方法は第３回特例納付以外には無い。 

しかし、第３回特例納付により申立期間の保険料を納付した場合の額は約

11 万円であり、申立人が主張する額（20 万円余り）とは著しく異なるほか、

Ａ市Ｂ区役所では国庫金（特例納付保険料等）は取り扱っていなかったとして

おり、区役所で申立期間の保険料を納付したとする申立人の説明と矛盾する。 

そのほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1147 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年５月から 46年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年５月から 46年２月まで 

    昭和 43 年５月に勤務先を退職後、母親が国民年金の加入手続を行ってく

れたと思う。毎月、母親に食費等（国民年金の保険料額は不明）を渡してい

た。地区の集会所で区長さんが税金、国民健康保険料、国民年金保険料など

を取りまとめて集金していた記憶がある。母親が国民年金の話をした際のこ

とは姉も覚えており、国民年金に加入し保険料を納付していたと聞いている。

事実が確認できる領収書等は無いが、納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

これらを行ってくれたとするその母親が死亡しているため、その状況について

確認することはできない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 46 年３月にＡ市で払い出され

ており、申立人が申立期間当時に居住していたＢ町で国民年金手帳記号番号が

払い出された記録は見当たらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。このため、申立人の国民年金加入

手続は 46 年３月ごろに行われたものと推認され、申立期間当時は未加入であ

ったことから、その当時に申立人の母親が申立人の保険料を納付することはで

きなかったと考えられる。 

さらに、社会保険庁が保管する申立人の被保険者台帳（マイクロフィルム）

では、申立人の国民年金資格取得日は当初から昭和 46年３月 20日と記載され

ており、それ以前の期間である申立期間は無資格期間であることから、加入手

続後に申立期間の保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1148 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 10 月から 39 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月から 39年４月まで 

    会社を退職直後の昭和 37年 10月ごろ、Ａ市（現在は、Ｂ市Ｃ区。以下同

じ。）から国民年金に加入しなければならないと言われ、自宅に同市の集金

人が訪れ、私が加入手続を行い、その時に国民年金手帳を受け取った覚えが

ある。加入後は自宅に毎月訪れる集金人に、同居していた私の母親が、私の

保険料、又は私たち夫婦分の保険料を納付してくれていたはずなので、未納

になっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続は自らが行ったが、申立期間の保険料の納付

は、その母親が行ったとしており、申立人の母親が死亡しているため、保険料

納付の状況について確認することはできない。 

また、社会保険庁の記録では、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 40

年１月下旬から同年２月初旬までに、Ｂ市Ｃ区から申立人に払い出されたこと

が確認でき、申立期間当時に、Ａ市で別の国民年金手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。このことから、申立人の国民

年金加入手続は、40 年１月から同年２月までに行われたものと推認され、申

立期間当時は未加入であり、保険料を納付することはできなかったと考えられ

る。 

さらに、申立人の国民年金資格取得日は昭和 40年１月 30日で、これ以前の

期間である申立期間は無資格期間であり、申立人の国民年金加入手続が行われ

た後に、申立期間の保険料を納付することもできなかったと考えられる。 

加えて、申立人は、申立期間当時、その母親が申立人の元の妻の国民年金保

険料も納付していたかもしれないと述べている。しかし、社会保険庁の記録で



は、申立人の元の妻は、申立人と連番で国民年金手帳記号番号が払い出されて

おり、申立期間当時は国民年金に未加入で、申立人と同様、昭和 40 年１月か

ら保険料を納付していることが確認できる。 

そのほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1149 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月及び同年５月 

    私は、Ａ社を退社後、Ｂ市の会社に勤めたがすぐに倒産した。その会社は

厚生年金保険に加入しておらず、父親が私の国民年金保険料を納付していた

ので、申立期間の保険料が納付されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておら

ず、これらを行ってくれたとするその父親が死亡しているため、その状況につ

いて確認することはできない。 

また、社会保険庁のオンラインシステム記録では、申立人の国民年金資格取

得日は昭和 48年４月 16日と記録されており、申立期間について資格を取得し

た記録は確認できない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ｃ市で昭和 48 年４月にその妻

と連番で払い出されており、申立人は、同市から住民登録を異動したことは無

いなど、申立期間当時に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

以上のことから、申立人の国民年金加入手続は昭和 48 年４月ごろに行われ

たものと推認され、申立期間当時には未加入である上、資格取得日も同年４月

18 日となっていることから申立期間は無資格期間であり、申立人の父親が申

立人の保険料を納付することはできなかったと考えられるほか、加入手続が行

われたと推認される時点では、申立期間の保険料は時効により納付することは

できない。 

加えて、申立期間について、申立人の父親が申立人の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1150 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年７月から 53年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年７月から 53年４月まで 

    夫の勤務先が倒産し、Ａ社に吸収合併されたため、将来が不安になり、夫

の勧めもあって、昭和 47 年７月ごろに国民年金に任意加入した。Ｂ市役所

で加入手続を行い、毎月、確実に納付書により保険料を納付していた。 

また、昭和 48 年にＣ市に転居した後も、Ｄ区役所で手続を行い、引き続

き納付書により郵便局で保険料を納付していた。領収書は処分してしまい、

保険料の納付の事実が確認できる資料は無いが、確かに納付していた記憶が

あるので、申立期間について納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年７月ごろにＢ市で国民年金の加入手続を行ったとして

いるが、申立人の国民年金手帳記号番号は、53年５月 18日に同市で払い出さ

れており、申立期間当時に、同市又は申立人が転居して国民年金の手続を行っ

たとするＣ市Ｄ区で、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

また、Ｂ市の検認状況表によれば、申立人が初めて国民年金保険料を納付し

たのは、昭和 53年５月 18日であり、国民年金手帳記号番号の払出日と一致す

る。 

さらに、申立人が受領した記憶のある年金手帳は、現在所持している２冊の

みであるとしている。これらの年金手帳のうち１冊には、「初めて被保険者と

なった日」は昭和 53 年５月２日で、その資格は任意加入と記載されており、

ほかの１冊は厚生年金保険の記載のみで、国民年金についての記載は無い。 

以上のことから、申立人が初めて国民年金の加入手続を行ったのは昭和 53

年５月であったと推認され、申立期間当時は未加入であり、保険料を納付する



ことはできなかったと考えられる。 

加えて、申立期間当時、申立人の夫は厚生年金保険被保険者で、申立人は任

意加入対象者であり、任意加入対象期間については、制度上、加入手続の時期

からさかのぼって資格取得することはできず、保険料を納付することはできな

い。 

その上、申立人は、申立期間当時、Ｂ市において、毎月、納付書により国民

年金保険料を納付していたこと、Ｃ市Ｄ区においては、毎月１万円の保険料を

納付していたことなどを説明している。 

しかし、Ｂ市では、１か月ごとの納付書の使用開始は昭和 61 年４月からで

あることが確認でき、申立人の説明と矛盾するほか、申立人がＣ市Ｄ区に居住

していた当時（昭和 48年度から 52年度まで）の保険料は月額 550円から 2,200

円であり申立人の記憶と著しく相違する。 

そのほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1151 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年 12 月から 59 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 12月から 59年９月まで 

    私の国民年金の加入手続は私か妻が行った。申立期間の保険料は、金額は

分からないが、妻が、Ａ市役所の窓口かＢ銀行Ｃ支店で納付したと記憶して

いる。妻の当該期間に係る納付記録はすべて納付済みとなっており、また、

自分の納付記録では申立期間の最終月の翌月の１か月は納付済みとなって

いることから、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の妻は、申立期間の保険

料を納付書により金融機関で納付したはずであるとするのみであり、納付した

とする保険料の額などの具体的な記憶は不明確である。 

また、申立人は、申立期間の直後の昭和 59年 10月分の国民年金保険料が納

付されていることから、申立期間の保険料も納付されていたと主張している。 

しかし、社会保険庁のオンライン記録により、昭和 59年 10月分の保険料は

過年度納付されていたことが確認できることから、同月分の保険料が納付され

ていることをもって申立期間の保険料が現年度で納付されたとは推認できな

い上、申立人の妻は、社会保険事務所から納付書が送付された記憶は無いとす

るなど、過年度納付の事実と記憶が相違しており、申立期間の保険料が過年度

納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、その妻の申立期間の国民年金保険料が納付済みであるこ

とから、申立人の保険料も納付されていたはずであると主張しているが、申立

人の妻は申立期間の保険料を口座振替で納付したことが確認でき、納付書によ

り納付したとする申立人とは納付方法が異なることから、申立人の妻が納付済

みであることをもって、申立人の保険料も納付されていたものと推認すること



はできない。 

加えて、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1152 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年８月から 50年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月から 50年９月まで 

    私は、昭和 50年 10月に婚姻するまでＡ市にある店に住み込みで働いてい

た。20歳になった 44年８月ごろ、同市役所から店へ国民年金の加入勧奨の

はがきが届いたので、加入時期の記憶は無いが同市Ｂ支所で加入手続を行っ

た。その後、婚姻するまでの間、毎月、私が国民年金手帳と現金を持って同

支所へ行き保険料を納付し、国民年金手帳に領収印をもらっていた記憶があ

る。この国民年金手帳は紛失してしまったが、申立期間について保険料の納

付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、毎月、国民年金手帳をＡ市Ｂ支所へ持参して保険料を納付してい

たと主張しているが、同市へ申立期間当時の保険料収納状況等を照会したとこ

ろ、申立期間当時において保険料は３か月単位で収納されていた上、申立期間

の途中である昭和 45年 11月に発行されている同市広報紙によれば、被保険者

の国民年金手帳はすべて同市役所で保管するとされていることから、申立人の

記憶と一致しない。 

また、申立期間当時の申立人の元雇用主に申立期間当時の申立人等を含めた

保険料納付状況を聴取したが、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがえる事情は見いだせず、申立期間当時の申立人の同僚からの聴取は、

申立人からの協力が得られなかったため、これを行えなかった。これらのこと

から、申立人の申立期間における保険料納付状況は全く不明である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 50 年 12月 11 日にＡ市で払

い出され、婚姻日である同年10月14日を資格取得日として任意加入している。

申立人が所持する制度共通の年金手帳（49年 11月以降使用のもの）を見ると、



「初めて被保険者となった日」と「国民年金の記録（１）」の「被保険者とな

った日」には、社会保険庁の記録と同日の 50 年 10 月 14 日が記録され、「被

保険者となった日」欄には同市の処理庁印も押されている上、被保険者種別も

社会保険庁の記録と同様であることから、国民年金手帳記号番号払出しの時期

と年金手帳の種類などが一致する。 

加えて、申立人へ別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間について国民年金へ加

入していなかったと推認され、申立人が申立期間の保険料を現年度納付してい

たとは考え難い。 

その上、社会保険庁の資料によれば、申立期間当時、Ａ市では、ほとんどの

地域において自治区内の納税組合が保険料を集金していたことが確認できる

上、同市は、申立期間当時にＢ支所において保険料の収納業務を取り扱ってい

たことを裏付ける資料は無いと回答していることから、同支所において保険料

収納業務が行われていたとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1153 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年７月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年７月から 61年３月まで 

    私は、昭和 59年 12月に国民年金に任意加入し、納付した保険料の金額に

ついての記憶は無いものの、私がＡ市Ｂ区役所の窓口で、二人の子供の分と

併せて毎月だったと思うが継続して納付していた。このため、申立期間が未

納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市が保存している納付データ明細表（記号番号順）によれば、申立人の昭

和 59年 12月分とその長男の同月分及び長女の同年 10月から同年 12月までの

分、並びに申立人、その夫、長男及び長女の 60 年１月から同年３月までの分

及び同年４月から同年６月までの分は、それぞれ同一日に納付されていること

が確認できる。 

しかし、これらの納付場所はすべて銀行であり、区役所や区役所内の銀行派

出所ではなく、申立人の申立期間に納付済みとなっている申立人の長男及び長

女の納付場所も銀行となっていることから、申立人の主張と相違する。 

また、申立人には申立期間当時の保険料額についての記憶も無い。これらの

ことから、申立人の申立期間の納付に関する記憶は曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人の夫は、申立人が昭和 59年 12月１日を資格取得日として国

民年金に任意加入した時点では、厚生年金保険被保険者であったことから、申

立人が国民年金に任意加入したことについて不自然な点は認められない。 

加えて、申立人の夫は、厚生年金保険加入資格を昭和 60年１月 15日に喪失

し、同年１月 25 日を資格取得日として国民年金に任意加入しているが、この

時点で厚生年金保険に 20年以上加入していたことから、旧国民年金法（61年



３月末まで適用）の規定により国民年金に加入するには任意加入となることと

され、その配偶者の国民年金加入についても同様に任意加入とされていること

から、申立期間について申立人が任意加入期間となっていることについても不

自然な点は認められない。その後、申立人の夫は 60 年７月１日の厚生年金保

険被保険者資格取得により、国民年金の資格を喪失している上、申立人が所持

する制度共通の年金手帳にも資格喪失日として同年７月１日が記録され、Ｂ区

の処理庁印が押されていることから、申立人は申立期間の資格喪失手続を行っ

たものと推認される。このため、申立人が申立期間の保険料を現年度納付した

とは考え難い。 

その上、申立人は、昭和 61年４月から国民年金第３号被保険者となったが、

社会保険庁の記録によれば、この手続が行われたのは 63 年２月であり、申立

人には、この手続の記憶は全く無い。仮に申立人が申立期間において国民年金

に任意加入していたとした場合、61 年３月以前に社会保険庁から申立人へ第

３号被保険者手続をするための現況届書が送付されているはずであり、手続が

約２年も遅れることは無いと考えられる。このため、申立人は申立期間につい

て国民年金に未加入であったと推測される。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無い上、申立人へ別の国民年金手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1154 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年９月から６年２月までの期間、９年 11月及び同年 12月の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年９月から６年２月まで 

② 平成９年 11月及び同年 12月 

    私の申立期間①及び②の国民年金加入手続や保険料納付については、母親

が行っていることから詳細は分からないものの、未納となっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は国民年金加入手続や保険料納付について関与しておらず、これを行

ったとする申立人の母親も「思い出せない。」、「申立人が手続をしたかもしれ

ない。」と述べるなどその記憶は極めて不確かであり、このため、申立人の申

立期間①及び②（以下「申立期間」という。）当時の国民年金加入状況及び保

険料納付状況等については、全く不明である。 

また、申立期間はいずれも申立人が短期間、厚生年金保険の資格を喪失して

いた期間であるが、同じく厚生年金保険資格喪失後である平成 12 年４月１日

付けの国民年金加入について、申立人に対し２回にわたり加入勧奨を行ってい

た形跡が認められ、申立人の国民年金加入手続に係る意識が高かったとは認め

難い。 

さらに、申立人が所持する制度共通の年金手帳を見ると、初めて被保険者と

なった日が平成 12 年４月１日であり強制加入と記録されている。これらのこ

とから、申立人は申立期間について国民年金へ加入していないこととなり、申

立人の母親が、申立人の申立期間の保険料を現年度納付したとは考え難い。 

加えて、申立人の母親が、申立人の申立期間の保険料を納付したことを示す

関連資料(確定申告書、家計簿等)は無い上、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1155 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年 10 月から 49 年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月から 49年 10 月まで 

    私の国民年金については、婚姻後の昭和 46 年９月分まで母親が保険料を

納付してくれていた。婚姻する時に母親から国民年金手帳を手渡され、これ

からは自分で手続して納付するように言われた。このため、同年６月にＡ市

に転居し夫と同居していたが、入籍直後の同年７月ごろに、私が国民年金手

帳を持って同市役所へ行き手続をした。申立期間当時のこの国民年金手帳は、

その後、再転居した時に紛失してしまったものの、自宅近くの郵便局で保険

料を納付書で納付していた記憶があるので、申立期間について未納となって

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人には申立期間に納付したとする国民年金保険料額についての記憶は

無い上、申立人は申立期間当時、国民年金手帳を申立人自身で保管し、保険料

は郵便局で納付したとしているものの、申立期間当時、Ａ市では国民年金手帳

は市役所が保管しており、申立人の主張と相違する。 

また、申立人は婚姻後に国民年金手帳を持ってＡ市役所へ手続に行ったとし

ている。 

しかし、社会保険庁が保存する申立人の国民年金被保険者台帳には、昭和

47年１月 19日に 46年６月 20日を変更年月日として、当時申立人が居住して

いたＢ市からＡ市へ職権で住所が変更され、Ｂ市を管轄するＣ社会保険事務所

からＡ市を管轄するＤ社会保険事務所へ移管が行われている。これについては、

転入事実無し（台帳上の氏名が変更されていなかったことに起因している可能

性がある）として取り消され、その後、51 年 10 月 12 日に再度、Ａ市に住所

が変更され、再度、Ｃ社会保険事務所からＤ社会保険事務所への移管が行われ



ているが、これらのことから、申立人が婚姻時にＡ市役所で国民年金関係手続

を適切に行っていなかったものと考えられ、申立人に納付書が発行されたとは

考え難く、申立人が同市で国民年金保険料を現年度納付したとも考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無い上、申立人に昭和 42 年 11月ごろと 49年 11月に払い

出された国民年金手帳記号番号（これらの国民年金手帳記号番号に係る納付記

録は、52年１月に１回目の国民年金手帳記号番号に統合されている。）以外に、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年７月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月から 47年３月まで 

    私は昭和 41 年３月ごろからＡ市Ｂ区の店に足かけ９年間住み込みで働い

ていた。20 歳になった時、雇用主から老後のために国民年金に加入した方

がよいと言われたため加入したと思うが、加入手続に行った記憶は無い。毎

月、女性の集金人が店に来たので、300円ぐらいの保険料を納付した記憶が

ある。このため、申立期間の保険料を納付したことが分かるものは無いが、

申立期間について保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人には国民年金加入手続に行った記憶は無い上、保険料納付について、

毎月、女性の集金人に保険料として 300円ぐらいを納付したと主張としている。 

しかし、申立人に加入を勧めた元雇用主も亡くなっており、その妻に申立期

間当時の申立人の加入状況及び納付状況を聴取したが、申立人が申立期間の保

険料を納付したことをうかがわせる事情は見いだせない。 

また、申立期間当時の保険料収納方法は印紙検認方式であるものの、その頻

度は３か月に一度であり、申立人の記憶と異なることから、申立人の申立期間

の国民年金加入や保険料納付に関する状況は全く不明である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号払出日は昭和 47年９月７日であり、

42年７月 11日を資格取得日として強制加入しているが、払出日を基準とする

と、申立期間のうち 45 年６月以前の保険料は時効により納付することはでき

ないこととなる。申立期間のうちの残りの期間については過年度納付が可能で

あるが、申立人には過年度納付の記憶が無いことから、これも考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無い上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1157 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年１月から 60年９月までの期間、61年３月から 62年２月

までの期間、62 年 10 月、同年 11 月、63 年７月から平成３年９月までの期間

及び４年５月から同年７月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年１月から 60年９月まで 

② 昭和 61年３月から 62年２月まで 

③ 昭和 62年 10月及び同年 11月 

④ 昭和 63年７月から平成３年９月まで 

⑤ 平成４年５月から同年７月まで 

    私は、元夫が転職したためＡ市Ｂ区役所へ国民健康保険加入の相談に行っ

た際、国民年金加入を勧められたため、夫婦共に加入し、国民健康保険料と

国民年金保険料を一緒に区役所の窓口で納付していた。 

また、昭和 61年４月から 62年２月までの期間及び平成元年４月から２年

３月までの期間は申請免除期間とされているが、免除申請した記憶は無く、

保険料を納付していた。このため、申立期間が未納となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 社会保険庁の記録によれば、申立人及びその元夫の国民年金手帳記号番号

は、夫婦連番で昭和 61年６月 24日に払い出されている。この時点を基準と

すると、申立期間①のうち、59 年３月以前の保険料は時効により納付でき

ないこととなる。 

また、申立期間①の残りの期間、及び申立期間②のうち昭和 61 年３月に

ついては、過年度納付が可能であるが、申立人にその記憶は無い上、申立人

が保険料を納付していたとするＢ区役所窓口では過年度保険料は取り扱っ

ていない。 



さらに、申立期間①、及び申立期間②のうち昭和 61 年３月については、

共に保険料を納付していたとする申立人の元夫も未納、又は国民年金に加入

していない期間である。これらのことから、申立人が申立期間①、及び申立

期間②のうち同年３月について保険料を納付していたとは考え難い。 

２ 申立期間②のうち昭和 61年４月から 62 年２月までの期間、及び申立期間

④のうち平成元年４月から２年３月までの期間については、申立人の元夫も

申請免除期間である上、社会保険庁及びＡ市が保存する申立人の年金記録で

は、いずれの期間も申請免除期間となっており、その記録に不自然な点は見

当たらないことから、申立人がこれらの期間について保険料を納付していた

とは考え難い。 

３ 申立期間③は、申立人の元夫が厚生年金保険加入資格を喪失し、再取得し

たことに伴う申立人の第３号被保険者資格喪失と資格取得の間の期間であ

る。この期間の申立人の第１号被保険者としての資格取得及び喪失は、平成

８年２月に第３号被保険者に係る特例措置の届出（申立期間③後の昭和 62

年 12月 18日付けの届出）に伴って行われていることから、この処理が行わ

れた平成８年２月を基準とすると、申立期間③は時効により保険料を納付す

ることはできない。 

４ 申立期間④のうち平成元年４月から２年３月までを除いた期間、及び申立

期間⑤は、共に保険料を納付していたとする申立人の元夫も未納であること

から、申立人がこれらの期間について保険料を納付していたとは考え難い。 

５ このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無い上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

６ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



愛知厚生年金 事案 987 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 45年５月まで 

    私は、当時、Ａ社で働いており、勤務時間は午前８時 30 分から午後５時

までで、週に３、４時間の残業をしていた。先輩の名前も覚えているので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の同僚及び工場長の証言から判断して、申立人が、申立期間に同

社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人側及びＡ社側にも、事業主により申立期間に係る厚生

年金保険料を給与から控除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、Ａ社の事務員の一人は、「当時は、全員加入というわけではなく、入

社時に、医者にかかるため保険に入りたいなどと希望した者だけを加入させて

いたが、手取り優先で保険に加入しない者も多かった。申立人の場合について

は覚えていない。」と証言している。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立期間及びその前後

の期間(昭和 44年３月 20日から 45年７月 24日まで)における健康保険の整理

番号(Ｂ番からＣ番まで)に欠番は見られない。 

加えて、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日は昭和 41年５月 23日であ

り、申立人は、「申立期間の保険料は、自分で納めていた。」と証言している。 

このほか、Ａ社は、昭和 45年２月 26日に事業所として雇用保険に加入して

いるが、申立人の加入記録は存在しない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 988 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年 11月から 26 年 12月まで 

             ② 昭和 27年１月から同年 12月まで 

    証明できるものは何も無いが、厚生年金保険料を控除されていた記憶があ

り、申立期間にＡ社及びＢ社に就労していたのは事実であるので、当該期間

について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社における申立人の複数の同僚の証言から判断し

て、申立人が同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社は平成９年７月 30 日に解散しており、当時の事業主と

連絡がとれないことから、申立期間における申立人の厚生年金保険料の控除に

係る事実が確認できない。 

また、当時の同僚４人は、「３か月から６か月の試用期間があり、本採用に

なるまでの間は厚生年金保険の被保険者ではなかった。」と証言している。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、健康保険の整

理番号に欠番は見られない。 

申立期間②については、Ｂ社の直近上位の支店総務課では、「会社が保管す

る被保険者台帳に申立人の資格取得の記録は無い。」と証言している。 

また、社会保険事務所が保管するＢ社の被保険者名簿には、申立期間につい

て申立人に係る加入記録は存在しない。 

さらに、申立人が名前(名字のみ)を挙げた上司及び同僚については、当該者

を特定することができないため、申立ての事実を確認することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 989 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年 10月から 34 年４月まで 

             ② 昭和 35年５月から同年 10月まで 

             ③ 昭和 40年 12月から 42年５月まで 

    申立期間に、Ａ社、Ｂ社及びＣ社に勤務していた。厚生年金保険、健康保

険及び雇用保険にも加入していた記憶があり、厚生年金保険の加入記録が無

いのは納得できない。就労していたことは事実であるので、当該期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社の現在の事務担当者は、「50年以上前のことで

あり、当時の人事関係の資料等を保存していないため、何も分からない。」と

回答しており、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実は確認できない。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の名前は無く、申

立期間に係る健康保険の整理番号に欠番も見られない。 

申立期間②については、Ｂ社は平成 15 年８月１日に全喪しており、当時の

事業主及び事務担当者は、既に死亡していたり、名前が不明のため、申立ての

事実を確認できる関連資料や証言を得ることができない。 

申立期間③については、雇用保険の記録により、申立人が、昭和 41 年 10

月７日から 42年４月 10日まで勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ｃ社は平成 12年７月 26日に全喪しており、事業主が既に亡

くなっているため、申立ての事実を確認できる関連資料や証言を得ることがで

きない。 

また、Ｃ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票に申立人の名前は無く、健



康保険の整理番号に欠番も見られない。 

このほか、申立期間①、②及び③について、申立人が、当時の上司及び同僚

として数名の名前を挙げたものの、当該者を特定できないため、証言を得るこ

とができない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 990 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月から同年４月５日まで 

              （Ａ社） 

             ② 昭和 41年 10月 30日から 42年１月まで 

              （Ａ社） 

             ③ 昭和 42年２月から同年６月１日まで 

              （Ｂ社） 

             ④ 昭和 42年 12月 19日から 43 年 12月まで 

              （Ｂ社） 

             ⑤ 昭和 43年１月から 45年１月１日まで 

              （Ｃ社） 

             ⑥ 昭和 45年３月９日から 45年４月まで 

              （Ｃ社） 

             ⑦ 昭和 47年４月１日から同年５月まで 

              （Ｄ社） 

             ⑧ 昭和 49年８月 29日から同年 11月まで 

              （Ｅ社） 

             ⑨ 昭和 55年５月１日から 56年５月１日まで 

              （Ｆ社） 

             ⑩ 昭和 62年 12月 21日から 63 年 12月まで 

              （Ｇ社） 

             ⑪ 平成元年 10月 31日から同年 11月まで 

              （Ｈ社） 

             ⑫ 平成２年５月 23日から同年７月まで 

              （Ｉ社） 



             ⑬ 平成２年８月から同年 10月４日まで 

              （Ｊ社） 

             ⑭ 平成３年２月から同年３月７日まで 

              （Ｈ社） 

             ⑮ 平成 13年１月１日から同年８月 31日まで 

              （Ｋ社） 

    私は、上記期間に係る厚生年金保険の加入期間について調査依頼したとこ

ろ、記録が無いという回答を受けたが納得できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、事業主により申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除され

ていたことを確認できる関連資料等は無い。 

申立期間①及び②について、社会保険事務所におけるＡ社の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿によれば、申立期間①及び②に申立人の名前は無く、健康

保険整理番号の欠番も無いなど、社会保険事務所の手続に不自然さは認められ

ない。 

また、Ａ社は、厚生年金保険健康保険被保険者資格取得及び喪失確認通知書

を保管しており、その記録は申立人の厚生年金保険被保険者記録と一致してお

り、申立期間①及び②について厚生年金保険の記録は確認できない。 

さらに、Ａ社は、雇用保険資格取得及び喪失確認届通知書を保管しており、

その記録は申立人の雇用保険記録と一致しており、申立期間①及び②について

は、雇用保険の記録も確認できない。 

加えて、Ａ社によると「当時は試用期間を設けており、社会保険に加入する

時期については個別に判断していた。」と回答しており、同社では採用と同時

に厚生年金保険の加入手続を行っていなかったと推認される。 

このほか、申立てに係る上司、同僚の記憶は明確でなく、周辺事情を調査す

ることができない。 

申立期間③及び④について、社会保険事務所におけるＢ社の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿によれば、申立期間③及び④に申立人の名前は無く、健康

保険整理番号に欠番も無いなど、社会保険事務所の手続に不自然さは認められ

ない。 

また、Ｂ社によると「当時の資料は保存しておらず、在籍等は確認できない。」

との回答である。 

さらに、昭和 42 年 11 月 26 日から同年 12月 18 日までの期間については、

雇用保険記録が確認できるが、申立期間③及び④については、雇用保険の記録

は確認できない。 

このほか、申立てに係る同僚は、「申立人がＢ社に勤務していたが、勤務期



間は不明。」と証言している。 

申立期間⑤及び⑥について、Ｌ県独自の厚生年金保険の制度開始は、昭和

45 年１月１日であり、申立期間⑤については、厚生年金保険の制度が無いこ

とが確認できる上、社会保険事務所におけるＣ社の健康保険厚生年金保険被保

険者原票によれば、申立期間⑥に申立人の名前は無く、社会保険事務所の手続

に不自然さは認められない。 

また、Ｃ社から提出を受けた在職証明によれば、申立人が昭和 44 年７月１

日から 45 年３月９日まで勤務していたことが確認できるが、申立期間⑤のう

ち、43 年１月から 44 年６月 30 日までの期間及び申立期間⑥については在職

が確認できない。 

さらに、申立期間⑥については、昭和 45年３月 10日からＭ社の厚生年金保

険被保険者記録が確認できることから、申立人が当該期間に、Ｃ社において、

厚生年金保険料を給与から控除されていたとは考えられない。 

このほか、申立てに係る同僚は、すべて姓のみの記憶で、同人を特定できず、

周辺事情を調査することができない。 

申立期間⑦について、社会保険事務所におけるＤ社の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿によれば、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も無い

など、社会保険事務所の手続に不自然さは認められない。 

また、Ｄ社によれば、「当時の資料は保存していない。」との回答で、申立人

の在籍等が確認できない。 

さらに、厚生年金保険被保険者記録が確認できる昭和 47年３月 31日までの

期間について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立期間⑦について、雇

用保険の記録は確認できない。 

加えて、申立人は、同僚、上司の記憶が無く、周辺事情を調査することがで

きない。 

申立期間⑧について、社会保険事務所におけるＥ社の健康保険厚生年金保険

被保険者原票によれば、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も無い

など、社会保険事務所の手続に不自然さは認められない。 

また、申立期間のうち、昭和 49 年９月から同年 11 月までの期間について、

国民年金の納付記録が確認できる。 

さらに、Ｅ社によれば、「当時の資料は保存していない。」との回答で、申立

人の在籍等が確認できない。 

加えて、厚生年金保険被保険者記録が確認できる昭和 49 年８月までの期間

について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立期間⑧の期間について、

雇用保険の記録は確認できない。 

このほか、同僚、上司はすべて姓のみの記憶で、同人を特定できず、周辺事

情を調査することができない。 

申立期間⑨について、社会保険事務所におけるＦ社の健康保険厚生年金保険



被保険者原票によれば、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も無い

など、社会保険事務所の手続に不自然さは認められない。 

また、Ｆ社によれば、「当時の資料は保存していない。」との回答で、申立人

の在籍等が確認できない。 

さらに、厚生年金保険被保険者記録が確認できる昭和 56年５月１日から 56

年 12月 28日までの期間について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立

期間⑨について、雇用保険の記録は確認できない。 

加えて、申立人は、同僚、上司の記憶が無く、周辺事情を調査することはで

きない。 

このほか、申立期間⑨について、国民年金保険料が納付されている。 

申立期間⑩について、社会保険庁におけるＧ社の健康保険厚生年金保険被保

険者記録によれば、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も無いなど、

社会保険事務所の手続に不自然さは認められない。 

また、申立期間⑩のうち、昭和 63年８月 29 日以降の期間については、Ｎ社

の厚生年金保険記録が確認できることから、申立人が当該期間に、Ｇ社におい

て、厚生年金保険料を給与から控除されていたとは考えられない。 

さらに、Ｇ社は、すでに全喪しており、周辺事情を調査することができない。 

加えて、厚生年金保険被保険者記録が確認できる昭和 62 年 12 月 20 日まで

の期間について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立期間⑩について、

雇用保険の記録は確認できない。 

このほか、申立てに係る同僚は、「申立人がＧ社に勤務していたことは間違

いないが、勤務期間については記憶が無い。」と証言している。 

申立期間⑪について、社会保険庁におけるＨ社の健康保険厚生年金保険被保

険者記録によれば、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も無いなど、

社会保険事務所の手続に不自然さは認められない。 

また、Ｈ社から提出を受けた厚生年金保険の加入証明書によれば、厚生年金

保険の期間は社会保険庁の記録と一致しており、申立期間においては厚生年金

保険の記録は確認できない。 

さらに、申立期間⑪において、国年年金の申請免除をしていることが確認で

きることから、申立人が免除申請の手続をしたものと推認され、当該期間に厚

生年金保険料を給与から控除されていたとは考えられない。 

加えて、厚生年金保険被保険者記録が確認できる平成元年 10月 30日までの

期間について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立期間⑪について、雇

用保険の記録は確認できない。 

このほか、申立人は、同僚、上司の記憶が無く、周辺事情を調査することが

できない。 

申立期間⑫について、社会保険庁におけるＩ社の健康保険厚生年金保険被保

険者記録によれば、申立人の名前は無く、社会保険事務所の手続に不自然さは



認められない。 

また、Ｉ社から提出を受けた厚生年金保険の加入証明書によれば、厚生年金

保険の期間は社会保険庁の記録と一致しており、申立期間においては厚生年金

保険の記録は確認できない。 

さらに、厚生年金保険被保険者記録が確認できる平成２年５月 22 日までの

期間について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立期間⑫について、雇

用保険の記録は確認できない。 

加えて、申立人は、同僚、上司の記憶が無く、周辺事情を調査することがで

きない。 

申立期間⑬について、社会保険庁におけるＪ社の健康保険厚生年金保険被保

険者記録によれば、申立人の名前は無く、社会保険事務所の手続に不自然さは

認められない。 

また、申立期間のうち、平成２年８月から同年９月８日までの期間について、

Ｉ社の厚生年金保険被保険者記録が確認できることから、申立人が当該期間に、

Ｊ社において、厚生年金保険料を給与から控除されていたとは考えられない。 

さらに、Ｊ社から提出を受けた厚生年金基金加入員資格取得届及び喪失届に

よれば、資格取得日及び資格喪失日は社会保険庁の記録と一致しており、申立

期間の記録は確認できない。 

このほか、厚生年金保険被保険者記録が確認できる平成２年 10 月４日から

の期間について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立期間⑬について、

雇用保険の記録は確認できない。 

加えて、申立人は、同僚、上司の記憶が無く、周辺事情を調査することがで

きない。 

申立期間⑭について、社会保険庁におけるＨ社の健康保険厚生年金保険被保

険者記録によれば、申立人の名前は無く、社会保険事務所の手続に不自然さは

認められない。 

また、Ｈ社から提出を受けた厚生年金保険の加入証明書によれば、厚生年金

保険の期間は社会保険庁の記録と一致しており、申立期間においては厚生年金

保険の記録は確認できない。 

さらに、厚生年金保険被保険者記録が確認できる平成３年３月７日からの期

間について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立期間⑭について、雇用

保険の記録は確認できない。 

加えて、申立人は、同僚、上司の記憶が無く、周辺事情を調査することがで

きない。 

申立期間⑮について、社会保険庁におけるＫ社の健康保険厚生年金保険被保

険者記録によれば、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番は無いなど、

社会保険事務所の手続に不自然さは認められない。 

また、Ｋ社から提出を受けた在籍証明書によれば、在職期間は社会保険庁の



記録と一致しており、申立期間の在職は確認できない。 

さらに、厚生年金保険被保険者記録が確認できる平成 12 年 12 月 31 日まで

の期間について、雇用保険の記録が確認できるものの、申立期間⑮について、

雇用保険の記録は確認できない。 

加えて、申立てに係る同僚は、「申立人がＫ社に勤務しており、その期間は、

平成 10年４月から 12年 12月までであった。」と証言している。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 991 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年４月１日から 29年ごろまで 

             ② 昭和 31年ごろから 36年ごろまで 

③ 昭和 37年ごろ 

社会保険事務所で厚生年金記録を調べたところ、申立期間については被保

険者記録が無かった。 

しかし、私は、申立期間①はＡ社、申立期間②はＢ社、申立期間③はＣ社

に勤務し、建設工事に携わるとともに、現場監督をしていた。 

保険料の控除を証明できる書類は無いが、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、社会保険事務所の記録によると、申立ての事業所は、

昭和28年11月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①のう

ち、26年４月１日から28年10月31日までは適用事業所ではなかったことが確認

できる。 

また、社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の昭和28年11月１日から30年12月１日までの間に、申立人の氏名は無く、

健康保険整理番号に欠番も無い。 

さらに、Ａ社は昭和38年12月１日に全喪しており、申立期間当時の関連資料

を得ることはできない。 

申立期間②については、当該期間にＢ社の厚生年金保険被保険者記録のある

同僚５人が「申立人はＢ社に在籍していた。」と証言しているとともに、同社

は、保管している健康保険厚生年金保険被保険者名簿(以下「事業所保管の名

簿」という。)に申立人が昭和34年２月３日に厚生年金保険の資格を取得し、



38年８月31日に資格を喪失した旨の記載が確認できることを理由として、当該

期間については厚生年金保険に加入していたと証言している。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、事業所保管の名簿でＢ社の厚生年

金保険の被保険者とされている期間のうち、昭和38年４月はＤ社、同年５月か

ら７月までの期間はＥ社、同年８月はＦ社における被保険者であることが確認

できることに加え、事業所保管の名簿の健康保険整理番号の順番と資格取得年

月日の順番が一致していないことから、事業所保管の名簿に申立人に係る記載

があることをもって、申立人が当該期間に厚生年金保険に加入していたとは認

め難い。 

申立期間③については、社会保険事務所が保管しているＣ社の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿のすべて(昭和34年４月１日から37年12月１日までの資

格取得者８人)を確認したが、申立人の氏名は無く、健康保険整理番号に欠番

も無い。 

また、Ｃ社は昭和38年６月18日に全喪しており、申立期間当時の関連資料を

得ることはできない。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる関連資料は無く、このほかに申

立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 992 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険第四種被保険者として厚生年金

保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年６月１日から 53年２月１日まで 

私は、昭和52年５月31日にＡ社を退職したが、社会保険事務所で「厚生年

金保険の加入期間が232か月なので、第四種被保険者として８か月分の厚生

年金保険料を納付して240か月にした方が有利。」と言われたので、８か月分

の厚生年金保険料を一括して納付した。 

平成19年６月に年金記録が社会問題となったため、自分の記録を確認した

ところ、第四種被保険者として厚生年金保険料を納付したはずの申立期間に

ついては納付記録が無いことが分かった。 

当時、確かに保険料を納付したので、申立期間を第四種被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が第四種被保険者として厚生年金保険料の納付手続を行ったとされ

るＢ社会保険事務所が保管している第四種被保険者に係る債権管理簿には申

立人の納付記録は確認できない。 

また、申立人は、厚生年金保険料の納付時期や納付金額を記憶していない。 

さらに、申立人が厚生年金保険第四種被保険者として厚生年金保険料を納付

していた事実を確認できる領収書、家計簿等の資料は無く、ほかに申立内容を

裏付ける関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険第四種被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を納付していたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 993 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年３月 20日から同年 12月 26日まで 

私は、父が経営するＡ社に昭和42年３月20日に入社したが、社会保険事務

所で厚生年金保険の被保険者期間を調べたところ、資格取得日が同年12月26

日であることが分かった。 

しかし、父が経営する会社が、私の厚生年金保険の資格取得を９か月も遅

らせるとは考えられないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管している労働者名簿により、申立人が昭和42年３月に同社に入社

していたことについては確認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管している申立人に係る厚生年金保険被保険者

記号番号払出簿及び厚生年金保険被保険者原票によると、申立人の資格取得日

はいずれの記録も昭和42年12月26日であることが確認でき、社会保険事務所の

記録に不自然な状況は見当たらない。 

また、社会保険事務所が保管しているＡ社の昭和41年10月21日から42年12

月26日までの健康保険厚生年金保険被保険者原票に申立人の名前は無く、健康

保険整理番号に欠番も無い。 

さらに、雇用保険の記録によると、申立人は昭和42年12月26日に資格取得し

ていることが確認でき、厚生年金保険の記録と符合する。 

加えて、申立人が事業主により申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控

除されていたことを確認できる関係資料は無く、このほかに申立てに係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 994 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年７月から 30年３月１日まで 

    私は、申立期間にＡ社においてミシン部品の型抜きと組立てをしていた。

当時の現場上司に関する記憶もあり、私と入れ違いで妹も勤務を開始してい

る。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に、申立人について申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該勤務をしたとす

る期間及び当該控除に関する申立人の記憶も不明確である。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

れば、申立期間における整理番号に欠番は無く、申立人に係る記載内容につい

ても、同社記載の社会保険台帳と一致することから、社会保険事務所の事務手

続に不自然な状況は見られない。 

さらに、申立期間において、Ａ社における被保険者記録が確認できる複数の

同僚は、申立人を記憶しておらず、申立期間当時、同社では３か月から半年間

の臨時工の期間を経て本工採用となった旨を証言している。 

加えて、申立人が記憶している上司及び同僚は既に亡くなっている。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 995 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月から 45年１月まで 

    夫は、Ａ社Ｂ支店に入社し勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が無

く、同僚には記録があるので、当該期間について厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の一部について、申立人のＡ社における雇用保険の記録があり、同

社Ｂ支店の同僚等が申立人を記憶していることから、申立人が同社に勤務して

いたものと確認できる。 

しかし、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる関連資料等は無い。 

また、申立期間に係る社会保険事務所の厚生年金保険被保険者原票について、

整理番号に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

さらに、Ａ社Ｂ支店の複数の同僚は、入社後数か月してから厚生年金保険の

資格を取得していることがうかがえる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 996 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年１月から 37年まで 

             ② 昭和 37年から 39年４月まで 

    昭和 36 年１月にＡ社に入社後１、２年ぐらい勤務した。怪我をして入院

しているときに同僚に誘われ、Ｂ社Ｃ作業所に入社した。Ｃ作業所でも１、

２年勤務し、Ｄ作業所及びＥ作業所でも勤務をした。当該期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が記憶するＡ社の事業内容等が事実と合致する

こと、及び申立人が記憶する同僚は同社において厚生年金保険の加入記録が存

在することから、申立人が同社において勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、申立人が記憶する同僚にもＡ社に係る厚生年金保険の加入記録が無い

者が存在する上、加入記録のある他の同僚は「申立期間当時、Ａ社には見習期

間があり、自分も入社後２年間厚生年金保険には加入していなかった。」旨証

言している。 

さらに、Ａ社には申立期間当時の関連資料等の保存が無く、かつ、当時の事

業主等は既に他界しており証言を得ることもできない。 

加えて、申立期間に係る社会保険事務所の被保険者名簿に整理番号の欠番は

無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

申立期間②について、申立人が記憶するＢ社Ｃ作業所での上司が実在するこ

と、及び事業内容等が事実と合致することから、申立人が同社において勤務し

ていたことは推認できる。 



しかし、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、Ｂ社にも申立期間当時の関

連資料等の保存は無い。 

また、Ｂ社Ｃ作業所で勤務していたとする他の同僚もＣ作業所での厚生年金

保険の被保険者記録が無い。 

さらに、社会保険庁の記録上、申立期間当時、Ｂ社Ｃ作業所は厚生年金保険

の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

加えて、申立人が勤務したとするＢ社Ｅ作業所、Ｆ作業所及び申立人が記憶

する上司の加入記録があるＧ本社のいずれの適用事業所の被保険者名簿（及び

原票）にも申立人に係る記録は無く、整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 997 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月から 41年９月 26日まで 

    私は、申立期間につき、父親と一緒にＡ社において勤務した。厚生年金保

険料を給与から控除されていたと思うので、申立期間について厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の同僚は、正確な期間は不明としながらも、申立人が勤務していたこと

を覚えている旨証言しており、同社において申立人が勤務していたものと推認

できる。 

しかし、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人の

記憶も不明確である。 

また、Ａ社の現代表者は、「当時は従業員の厚生年金保険の加入について、

必ずしも入社と同時には加入させていなかった。」と証言している上、当時の

同僚の被保険者記録について、同社における資格取得日の前に未加入期間が確

認できる者が複数存在する。 

さらに、申立期間に係る社会保険事務所の厚生年金保険被保険者原票につい

て、整理番号に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録も無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 998 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 12月１日から 46 年 10月１日まで 

    私は、申立期間についてＡ社において配送と営業の職務に従事していた。

当該勤務期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における同僚は、申立人の申立期間における同社Ｂ営業所での勤務があ

った旨証言していることから、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人の

記憶も不明確である。 

また、Ａ社には、申立期間当時の厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書

が連番で保管されているが、当該資格取得確認通知書によると、申立期間につ

いて整理番号に欠番は確認できないことから、申立人に係る資格取得の届出が

なされなかったことがうかがえる。 

さらに、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録も確認できない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 999 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年２月１日から同年８月まで 

私は、申立期間はＡ社（店名Ｂ社）で正社員として採用され、確かに勤務

した。 

年金に関しては隙間の無いように注意を払ってきたつもりであり、厚生年

金保険の加入記録が無いのは納得できない。申立期間について厚生年金保険

の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の後継会社の役員は、関連資料は無く、時期も特定できないものの、申

立人が同社に在籍していた記憶がある旨証言していることから、申立人が同社

において勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、上記役員は、「申立期間においてＡ社は、厚生年金保険の適用事業所

とはなっておらず、年金及び健康保険等は従業員各自で加入してもらってい

た。」と証言している。 

さらに、申立期間においてＡ社に係る申立人の雇用保険の加入記録は無い。 

加えて、社会保険事務所の記録上、Ａ社及びＢ社は、申立期間において厚生

年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1000 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年５月 13日から 37 年１月 31日まで 

    私は、Ａ事業所に勤務していた期間について厚生年金保険の記録が無く、

納得がいかない。厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ共済組合連合会の年金加入期間確認通知書によると、申立人は「昭和36

年５月末日から38年２月初日」まで共済組合の加入記録があり、その期間は、

Ａ事業所に勤務していたことが認められる。 

また、同僚は、「Ａ事業所では入社した職員は、入社日から一定期間臨時職

員として厚生年金保険に加入させて、厚生年金保険の被保険者資格を喪失後、

正職員として共済組合に加入させていた。」と証言しており、この証言内容は、

申立人の主張と合致する。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、申立人はＡ事業所で昭和35年７月

12日から36年５月13日までの10か月間厚生年金保険に加入しており、他の職員

も同様に約10か月間厚生年金保険の加入記録があり、資格喪失から約２週間後

に共済組合に加入していることが確認できることから、Ａ事業所では、一定期

間臨時職員として厚生年金保険に加入した後、正職員として共済組合に加入す

る制度があったことがうかがえる。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、昭和36年５月31日から37年１月31日までは共済組合の組合員であり、

厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1001 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年５月から 39年 10 月１日まで 

    私は、昭和 32年３月に中学を卒業し同年５月にＡ社に入社したが、39年

10月１日から厚生年金保険の被保険者になっている。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時にＡ社に在籍していた同僚が、「申立人は、中学を卒業してか

らＡ社で勤務していた。」と証言していることから、申立人が申立期間におい

て同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、申立期間当時にＡ社に在籍していた同僚５人のうち３人は、入社日か

ら３年から６年後に厚生年金保険被保険者となっている旨を証言している。 

さらに、申立人の雇用保険の得喪記録と厚生年金保険の得喪記録が合致して

おり、申立期間において社会保険事務所が保管するＡ社の被保険者名簿及び原

票の健康保険番号は連番で欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、Ａ社は平成５年２月14日に全喪し、同社の当時の事業主等も既に死

亡しており、申立期間に係る保険料控除及び被保険者資格の取得に関する届出

を行ったか否かを確認することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1002 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年３月から同年４月まで 

             ② 昭和 32年 12月から 34年３月まで 

             ③ 昭和 38年８月から 39年３月まで 

申立期間①について、私は、Ａ社において銅線の絶縁体の検査をしていた。

勤務期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

申立期間②について、私は、Ｂ社において電気工事・電線の配線工事をし

ていた。勤務期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

申立期間③について、私は、Ｃ社において運送の仕事をしていた。勤務期

間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（当初、Ａ社について昭和32年から36年まで、Ｂ社について36年から38

年まで、Ｃ社について38年６月から39年４月までの間を各申立期間としてい

たが、学齢、他社厚生年金保険加入記録及び本人記憶との整合性を図るため、

申立人の了承の上、当該期間につき変更を行っている。） 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人がＡ社において従事したとする作業内容につ

き、同僚から申立人の主張どおりである旨の確認がとれたことから、同社で

の申立人の勤務があったことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿

の整理番号に欠番は無く、社会保険事務所の事務手続に不自然な状況は見ら

れない。 

２ 申立期間②について、申立人がＢ社の所在地を詳細に記憶しており、同社

への通勤経路と主張する内容に不自然さが無いことから、申立人が同社にお

いて勤務していたことは推認できる。 



しかし、社会保険庁の記録上、Ｂ社は申立期間後の昭和 36 年５月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所でなかった

ことが確認できる。 

３ 申立期間③について、申立人がＣ社の取引先であったと主張する事業所の

名称につき、同社から申立人の主張どおりである旨の確認がとれたことから、

申立人の同社での勤務があったことは推認できる。 

しかし、社会保険庁の記録上、Ｃ社は申立期間後の昭和 39 年８月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所でなかった

ことが確認できる。 

４ 申立期間①、②及び③について、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連資料等は無

く、当該控除に関する申立人の記憶も不明確である。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1003 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年５月から 25年３月まで 

    私は、昭和 22年５月にＡ社に入社し 25年３月まで勤務したが、厚生年金

保険の記録が無い。厚生年金保険料の控除については覚えていないが、申立

期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人の記憶

も不明確である。 

また、申立期間の一部を含む昭和 23 年３月 31 日から 26年 10月 30 日まで

の期間について、Ｂ市教育委員会に申立人に係る人事記録があるとともに、Ｃ

共済組合での加入記録がある。 

また、Ａ社に関し申立人が記憶している事業所名及び事業所の所在地には、

法人登記が無い。 

さらに、申立人はＡ社の事業主及び上司に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、同社の

事業主及び上司の所在が確認できず、証言を得ることもできない。 

加えて、申立期間において、社会保険庁及び社会保険事務所の記録にも「Ａ

社」という厚生年金保険の適用事業所は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1004 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年７月７日から 58年４月 15日まで 

    私は昭和 53 年７月７日にＡ社に入社し、販売の仕事をしていた。提出し

た源泉徴収票に記載のあるとおり厚生年金保険料を事業主と折半で支払っ

ていた。申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあったＡ社の源泉徴収票により、申立期間のうち、昭和56

年12月20日から57年12月20日までの期間において、申立人が同社に勤務してい

たことは確認できる。 

しかし、昭和53年７月７日から56年12月19日までの期間において、申立人が、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関

連資料等は無い。 

また、当該源泉徴収票に記載されている社会保険料の額は申立期間当時の報

酬額から算出できる厚生年金保険料と比較して、著しく低額であり、当該金額

が申立期間に係る厚生年金保険料であるとは認め難い。 

さらに、社会保険事務所の記録上、申立人は昭和56年４月27日に夫の政府管

掌健康保険の被扶養者となっていることが確認できる。 

加えて、申立期間において、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は無

い。 

このほか、Ａ社は、申立人の厚生年金保険の加入に関しては資料が無いため

に不明であるとしている。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1005 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月から 40年４月８日まで 

    私は、Ａ社に勤務していた期間について厚生年金保険の記録が無く、納得

がいかない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社の業務内容及び同僚の名前を記憶しており、また、昭和39

年５月10日に同社における厚生年金保険の資格取得した同僚が「申立人は自分

より後に入社し、勤務していた。」と証言していることから申立人は、申立期

間の一部について同社において勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる関連資料等は無い。 

また、申立人が同僚として名前を挙げた者のうち二人は、Ａ社での厚生年金

保険の加入記録は無い。 

さらに、申立期間に係る社会保険事務所の厚生年金保険被保険者原票につい

て、整理番号に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、Ａ社は既に全喪、解散しており、申立期間当時の書類の保存は無く、

上記同僚のほかには証言等を得ることはできない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1006 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年９月１日から 39年４月１日まで 

             ② 昭和 41年３月１日から 42年９月１日まで 

             ③ 昭和 57年３月１日から同年８月１日まで 

             ④ 昭和 58年２月１日から同年６月１日まで 

             ⑤ 昭和 58年９月１日から同年 12月 19日まで 

             ⑥ 昭和 59年１月 21日から 60年４月１日まで 

             ⑦ 昭和 60年４月１日から同年５月 15日まで 

    私は、社会保険事務所にて厚生年金保険の被保険者記録を調べてもらった

ところ、厚生年金保険に加入していた期間が短い事業所と、加入した事実が

無い事業所があるとの回答をもらった。申立事業所はすべて、短期契約で入

社したのではなく、厚生年金保険料も当然に給与から控除されていたはずで

ある。申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立期間当時の事務担当者及び同僚の証言により、

勤務期間は不明であるが、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人の記憶も不明

確である。 

また、Ａ社に申立期間当時の書類の保存は無く、当時の事業主も既に死亡

していることから証言を得ることはできない。 

さらに、社会保険事務所の記録上、申立期間①において、Ａ社に係る厚生

年金保険被保険者原簿の整理番号に欠番は無く、申立人の記録が欠落したと



は考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

２ 申立期間②について、申立期間当時の同僚の証言により、勤務期間は不明

であるが、申立人がＢ社で勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人の記憶も不明

確である。 

また、社会保険事務所の記録上、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号

は申立期間②後の昭和42年10月にＢ社において他の同僚と連番で払い出さ

れており、同社がこの時期に資格取得手続を行ったことが確認できる。 

さらに、Ｂ社は既に全喪しており、申立期間当時の書類の保存は無く、当

時の事業主も既に死亡していることから証言を得ることはできない。 

加えて、申立人は、申立期間のうち昭和41年４月以降は、国民年金保険料

を現年度で納付している。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

３ 申立期間③について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人

の記憶も不明確である。 

また、Ｃ社は、申立期間当時の資料の保存が無く、申立人の在籍について

も不明としている。 

さらに、社会保険事務所の記録上、Ｃ社の厚生年金保険被保険者原票の整

理番号に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は無い。 

このほか、申立人は、申立期間において国民年金保険料を現年度で納付し

ており、ほかに申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

４ 申立期間④について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人

の記憶も不明確である。 

また、Ｄ社は既に全喪しており、当時の事業主等の連絡先も不明であるこ

とから、証言を得られる者は見当たらない。 

さらに、社会保険事務所の記録上、Ｄ社の厚生年金保険被保険者原票の整

理番号に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は無い。 

このほか、申立人は、申立期間において国民年金保険料を現年度で納付し

ており、ほかに申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

５ 申立期間⑤及び⑥について、申立人はＥ社における雇用保険の加入記録が

あることから、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた



事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、Ｅ社は、「申立人の在籍を確認できる資料の保存は無いが、申立期

間当時、一年契約の雇用形態の者も多く存在し、当該契約の者は雇用保険の

み加入し、厚生年金保険の加入は無かった。」としている。 

さらに、申立人は申立期間に係る国民年金保険料を現年度で納付しており、

Ｅ社において、厚生年金保険の被保険者記録のある昭和58年12月分について

は、平成14年11月28日に国民年金保険料が還付となっている上、社会保険事

務所の記録に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

６ 申立期間⑦について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人

の記憶も不明確である。 

また、Ｆ社は申立期間当時の社員名簿に申立人の記録が無く、在籍につい

て不明としている。 

さらに、申立期間における申立人の雇用保険の加入記録は無い。 

加えて、申立人は申立期間において国民年金保険料を現年度で納付してい

る。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

７ これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1007 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年６月１日から同年 10月１日まで 

    私はＡ社に平成７年６月１日に入社したが、社会保険事務所の記録では平

成７年 10 月１日に厚生年金保険に加入したことになっている。入社の際、

雇用保険の助成金の書類に署名しているので、試用期間を設けるのはおかし

い。申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保存する社員台帳及び雇用保険被保険者記録により、申立人は、申立

期間の一部である平成７年６月30日から同年10月１日までについては同社で

勤務していたものと認められる。 

しかし、Ａ社が保存する賃金台帳写しにより、申立期間に係る厚生年金保険

料の控除が無かったことが確認できる。 

また、Ａ社は、「平成７年６月30日から同年９月30日は試用期間であったた

め、厚生年金保険被保険者資格取得の届出は行っていなかった。」旨回答して

いる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1008 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間②及び③について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年４月１日から 29年４月１日まで 

             ② 昭和 29年４月１日から 30年９月 20日まで 

             ③ 昭和 31年８月 23日から 34年１月１日まで 

    私は学校を卒業後、Ａ社に勤務した。Ｂ船とＣ船には間違いなく乗船して

いた。Ｃ船に乗船していた同僚が、Ｃ船の年金を受け取っていると話してい

た。私も同時期に乗船していたので、船員保険の記録があるはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、社会保険事務所の記録から、申立期間当時、Ａ社は厚生年金保険の

適用事業所でなかったことが確認できる（Ａ社は、申立期間前の昭和25年２

月１日に適用事業所となり、26年２月１日に全喪し、その後、申立期間後の

33年８月１日に再び適用事業所となっている。）。 

さらに、当時のＡ社の代表者は既に死亡していること、及び同社は昭和49

年に解散していることなどから当時の関係者から証言を得ることができな

い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

２ 申立期間②について、申立人が船員保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、社会保険事務所が保管する船員保険被保険者名簿によると、Ｂ船（船

舶所有者は、Ｄ氏。以下同じ。）は適用事業所（船舶所有者）でなかったこ



とが確認できる（同船は申立期間後の昭和32年３月１日に新規に船員保険の

適用事業所（船舶所有者）になっている。）。 

さらに、Ｂ船の事業主は既に死亡しており、保険料控除に関する証言を得

ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い。 

３ 申立期間③について、Ｃ船（船舶所有者は、Ｅ氏。）に一緒に乗船してい

たとする同僚の証言により、正確な期間は不明であるが、申立人が同船に乗

船していたことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管する船員保険被保険者名簿から、申立期間

当時、Ｃ船は適用事業所（船舶所有者）でなかったことが確認できる（同船

は、申立期間後の昭和34年３月１日に新規に船員保険の適用事業所（船舶所

有者）になっている。）。 

また、申立期間③について、申立人が船員保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

さらに、申立人と同時期にＣ船に乗船し、同船の船員保険を受給している

とする同僚は、同船の船員保険の加入記録は無く、他の船舶での加入記録が

存在する。 

加えて、昭和33年からＣ船に乗船したとする同船の関係者は申立人に関す

る記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い。 

４ これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者及び船員保険被保険者として、申立期間

に係る厚生年金保険料及び船員保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1009 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年８月から 41年 12 月まで 

    昭和 40 年８月から 41 年 12 月の間、Ａ社で働いていた。当時の給与明細

書等は無いが、在職証明があり、就労していたことは事実であるので、申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出したＡ社の在籍証明書及び同社保存の面接時のメモ書きから、

申立人が同社において勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人の記憶

も不明確である。 

また、Ａ社には申立期間当時の関連資料等の保存が無く、かつ、当時の事業

主等は既に他界しており証言を得ることもできない。 

さらに、他界した代表者が申立人を面接した際に記載したとするメモ書きに

は「Ｓ40．12．２．受付 臨時」と記載されており、申立期間における申立人

の雇用保険の加入記録も無い。 

加えて、申立期間に係る社会保険事務所の被保険者原票について、整理番号

に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1010 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月１日から 42 年 11月 26日まで 

    私は、Ａ社に昭和38年10月に入社して以来、42年11月25日まで同じ勤務体

系で勤務してきたので、全期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

（※当初の申立期間は、「昭和 38年 10月１日から 42年 11月 25日まで」と

なっていたが、社会保険庁の記録では、申立人に係るＡ社の記録が「昭和 38

年 10月１日から同年 12月１日まで」確認できるため申立期間を変更したも

のである。） 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人の記憶も

不明確である。 

また、申立期間に勤務していたＡ社の社員等は、「申立人は申立人の叔父と

ともにＡ社の仕事を請負で行っていた。」と証言し、さらに社員のうち一人は、

「申立人はＡ社に籍は無かった。」と証言している。 

加えて、申立人の申立期間に係る雇用保険の記録が無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1011 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月 25日から 42 年２月 25日まで 

    私は、昭和 36 年７月１日から 46 年８月 21 日までＡ社において継続勤務

しており、給与から厚生年金保険料が控除されていたと思う。当該期間につ

いて厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及び後継会社のＢ社の代表者は、申立人が申立期間に勤務していた記憶

がある旨証言していることから、申立人がＡ社又は後継会社のＢ社に勤務して

いたものと推認できる。 

しかし、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立

人の記憶も不明確である。 

また、上記代表者は、厚生年金保険事務手続について、具体的な記憶が無い

としている。 

さらに、社会保険事務所の記録上、Ａ社は昭和36年12月25日に厚生年金保険

の適用事業所を全喪しており、かつ、後継会社のＢ社は、申立期間以後の42

年２月25日に適用事業所となっていることから、申立期間当時、Ａ社及び後継

会社のＢ社は厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1012 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月 25日から 42 年２月 25日まで 

    私は、昭和 34 年９月１日から 56 年 12 月３日までＡ社において継続勤務

しており、給与から厚生年金保険料が控除されていたと思う。当該期間につ

き厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及び後継会社のＢ社の代表者は、申立人が申立期間に勤務していた記憶

がある旨証言していることから、申立人がＡ社又は後継会社のＢ社に勤務して

いたものと推認できる。 

しかし、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立

人の記憶も不明確である。 

また、上記代表者は、厚生年金保険事務手続について、具体的な記憶が無い

としている。 

さらに、社会保険事務所の記録上、Ａ社は昭和36年12月25日に厚生年金保険

の適用事業所を全喪しており、かつ、後継会社のＢ社は、申立期間以後の42

年２月25日に適用事業所となっていることから、申立期間当時、Ａ社及び後継

会社のＢ社は厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1013 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 11月３日から 54 年５月 21日まで 

    私は、昭和 53 年７月にＡ社に入社し、55 年８月 27 日まで継続して勤務

していた。53年 11月３日から 54年５月 21 日の６か月間が空白になってい

ることに納得できない。事業所間の異動もした覚えが無い。空白期間の６か

月間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、Ａ社における申立人の雇用保険の記録があること、同僚

が在籍していた旨証言していること、及び申立期間における同社の辞令等が保

存されていることにより、申立人が申立期間において同社に勤務していたこと

は確認できる。 

しかし、申立期間について、給与振込記録（本人保存の預金通帳）が確認で

きるものの、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる関係資料等は無く、当該控除額に関する申立人の記憶も不明

瞭である。 

また、Ａ社は、当時の関連資料は保存が無く、申立人の同社における勤務状

況、厚生年金保険被保険者資格の得喪に関する届出の有無及び申立期間におけ

る給与からの厚生年金保険料控除の有無を確認することができないとしてい

る。 

さらに、当時の同僚からも、事業主により申立人の給与から厚生年金保険料

を控除されていた事実をうかがわせる証言は得られなかった。 

加えて、申立期間に係る社会保険事務所の厚生年金保険被保険者原票に、被

保険者証を昭和 53年 11月８日に返却し、54 年５月 21日に新たに被保険者と

なった記載があり、社会保険事務所の事務手続に不自然さはうかがえない。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1014 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年２月１日から 33年４月５日まで 

    私は昭和 31年２月１日にＡ社に入社し、34年３月１日に退職するまで同

社で事務の仕事をしていた。厚生年金保険料を控除されていたと記憶してい

る。申立期間について、厚生年金保険被保険者とされていないことに納得で

きない。当該期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、Ａ社は、申立期間後の水害や火災等により当時の資料の保存は無い旨

回答していることから、申立てに係る事実を確認できる関連資料は無く、当時

の事業主も既に死亡していることから証言等を得ることはできない。 

さらに、申立期間当時にＡ社の厚生年金保険に加入記録のある同僚等は、申

立期間における申立人の在籍については明確な記憶は無い旨の証言をしている。 

加えて、申立期間に係る社会保険事務所の被保険者名簿について、整理番号

に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1015 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 11月 

             ② 昭和 39年２月から同年９月まで 

    私は、昭和 38年 11月ごろにＡ社に入社し、文房具の販売を担当して市内

の小中学校をスクーターで回っていた。39 年９月ごろ、実家の家業である

大衆食堂を引き継ぐために退職したが、入社してすぐに退職した記憶は無く、

同年２月 29 日付けで資格喪失しているのは納得できない。同年９月まで働

いていたので、厚生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間①及び②について、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立

人の記憶も不明確である。 

また、当時のＡ社の役員は、「申立人がＡ社に在籍していたことが確認でき

る関連資料は無く、勤務についても記憶が無い。」としており、同社における

厚生年金保険の加入については、「従業員が仕事に就いて定着するまでの見習

期間は、保険料を控除していなかった。」旨証言している。 

さらに、申立期間②について、この期間についてのみ、在籍期間が申立人と

重複している同僚二人は、いずれも申立人がＡ社に在籍していたか否か記憶が

無い旨証言している。 

このほか、申立てに係る事実について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1016 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認め

ることはできない。 

また、申立人は、申立期間③及び④について、厚生年金保険被保険者として

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

さらに、申立期間⑤に係る厚生年金保険被保険者記録の訂正は必要ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年２月 22日から 33年 10 月 21日まで 

             ② 昭和 33年 12月 15日から 41 年 12 月 21日まで 

             ③ 昭和 33年 10月 21日から 35 年 10月まで 

             ④ 昭和 35年 10月から 37 年 12月まで 

             ⑤ 昭和 33年 12月 15日から 37 年 12月まで 

私は、脱退手当金について、請求手続を行ったことも、受け取ったことも

無い。 

それにもかかわらず、申立期間が脱退手当金の支払期間とされているのは

納得できない。 

申立期間について、年金給付の計算の基礎とすべき厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

Ａ社、Ｂ社及びＣ社の私の被保険者期間も記憶と違うので確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②の脱退手当金の請求書類として提出された、申立人に係

る脱退手当金裁定請求書等が社会保険事務所に保存されている。 

また、Ｂ社の同僚は、同社の事務担当者から勧められて、脱退手当金を受

給したこと、及び脱退手当金請求の事務手続は会社にやってもらった旨を証

言している上、申立人及び同僚の裁定請求書には、同社の社印が押印されて

いることから、申立人についても、その委任に基づき事業主による代理請求



がなされた可能性が高いものと考えられる。 

加えて、申立人の被保険者原票に脱退手当金の支給を意味する｢脱｣の表示

が記されているとともに、申立人の脱退手当金の支給額には計算上の誤りは

無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期

間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 

２ 申立期間③について、Ａ社において、申立人が厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除

に関する申立人の記憶も不明確である。 

また、当時のＡ社の同僚は、申立人は当該期間において同社で勤務してい

なかった旨回答しており、同社は既に厚生年金保険適用事業所を全喪し、当

時の事業主は他界していることから、申立ての事実について証言を得ること

はできない。 

さらに、申立期間のうち昭和 34年 10月 20 日以降は、Ｂ社における雇用

保険の加入記録が存在する。 

加えて、申立人は、２社にまたがって勤務したことは無いと主張している

ところ、申立期間③に係るＢ社及びＣ社における申立人の被保険者記録が存

在する。 

このほか、申立期間に係る社会保険事務所が保管する被保険者名簿につい

て、整理番号に欠番は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、Ａ社において、申立期間③に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

３ 申立期間④について、Ｃ社において、申立人が厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除

に関する申立人の記憶も不明確である。 

また、証言を得ることができたＣ社の同僚は、当該期間において申立人は

同社に勤務していなかった旨回答している。 

さらに、Ｃ社は既に全喪し、当時の事業主は他界している上、元役員は、

当時の人事記録等は残っていないと回答している。 

加えて、申立期間は、Ｂ社における雇用保険の加入記録が存在する。 

このほか、申立期間に係る社会保険事務所が保管する被保険者名簿につい

て、整理番号に欠番は無い。  



これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、Ｃ社において、申立期間④に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

４ 申立期間⑤について、社会保険事務所の記録によると、申立期間を含む昭

和 33年 12月 15日から 41年 12月 21日までは、Ｂ社における厚生年金保険

被保険者記録が存在する。 

また、当時のＢ社の同僚は、申立人が同社において勤務していなかったと

主張する昭和 36年 10月に申立人が同社で勤務していた旨回答している。 

さらに、雇用保険の記録でも、昭和 34年 10 月 20日から 41年 12月 21

日まではＢ社における加入記録が存在する。 

加えて、Ｂ社は、昭和 54年 12月 30日に厚生年金保険の適用事業所を全

喪している上、当時の事業主は他界しており、証言を得ることができた同社

の元役員は、申立人の名前に心当たりはあるが、当時の人事記録等は残って

おらず、勤務した期間は覚えが無い旨証言している。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間⑤に係る厚生年金保険被保険者記録の訂正は必要ない。 



愛知厚生年金 事案 1017 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立人が申立期間②において厚生年金保険第４種被保険者として厚生

年金保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 12月１日から 39年８月１日まで 

             ② 昭和 52年６月１日から 59年 10月１日まで 

申立期間①について、私のＡ社における厚生年金保険に係る資格取得日は、

昭和39年８月１日となっているが、同社に係る新規適用時（昭和37年12月１

日）からの加入であったはずである。 

申立期間②について、私は、年金受給に備えるため、Ｂ社の退職に伴い厚

生年金保険に第４種加入したが、社会保険事務所が、Ｃ社における厚生年金

保険被保険者期間につき、脱退手当金支給済期間となっていたことを看過し

たため、同年金を受けることができなくなってしまった。 

本来、第４種加入すべきであった期間について、厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料等は無く、当該控除に関する申立人

の記憶も不明確である。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者原票に

も欠落は無く、社会保険事務所の事務手続に不自然な状況は見られない。 

さらに、申立人の夫はＡ社の事業主であり、夫の厚生年金保険被保険者原

票によると、申立期間において申立人が夫の健康保険被扶養者であったこと

が確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た



らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、社会保険事務所から申立人に対し、厚生年金保険第

４種加入に係る事務処理誤りについての書面の通知があるものの、申立期間

における厚生年金保険第４種被保険者に係る厚生年金保険料の納付が確認

できないことから、当該書面が存在することをもって、申立人が厚生年金保

険第４種被保険者として申立期間の厚生年金保険料を納付していたと認め

ることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1018 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年７月 13日から 43 年 11月 21日まで 

    申立期間について脱退手当金を支給している旨の回答をもらったが、脱退

手当金を受給した覚えは無いので、当該期間について厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当金裁定請求書

には、申立人が勤務していた事業所名、その所在地及び勤務期間が記されてい

るほか、添付すべき退職所得の源泉徴収票の記載にも不自然さはうかがえない

ことを踏まえると、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考え

られる。 

また、申立人の被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示

が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無

く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約２か月後の昭和 44 年１月

16日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1019 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年 10月 16日から 33 年５月 13日まで 

    平成 20年３月 14日に年金記録を確認したところ、申立期間について脱退

手当金を受給したことになっていることが分かった。私は、退職手続をする

ことなくＡ社を無断退職したので、退職金等の一時金はもらっていなく、署

名や押印は一切していない。 

また、脱退手当金を申請したことも無いし、お金も受け取っていないので、

申立期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所の多数の脱退手当金の支給記録によれば、脱退手当金請求手続の

時期は退職日に近接しており、かつ、厚生年金保険被保険者資格喪失日及び支

給決定日がそれぞれ同一のものも認められることから、申立人についてもその

委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと推認され

る。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険資格喪失日から約１か月後の昭和 33 年６月９日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1020 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年 10月 10日から 41年９月１日まで 

             ② 昭和 41年９月１日から 43年１月１日まで 

    私は、脱退手当金をもらった記憶が無いので、脱退手当金支給済期間につ

いて、年金額計算の基礎となる厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記

されているとともに、申立人の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。  

また、脱退手当金未請求期間については、厚生年金保険被保険者番号が支給

済期間に係るものと異なることから、その計算の基礎とすべき期間から欠落し

たものとうかがえる。 

このほか、申立人は、申立期間の事業所を退職後、強制加入期間があるにも

かかわらず国民年金に加入しておらず、年金に対する意識が高かったとは考え

難い上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案 1021 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月 20日から 47 年６月９日まで 

    私はＡ社に勤務したが、脱退手当金の請求をした覚えも、受給した記憶も

無い。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金の請求書類として提出された申立人に係る脱退手当

金裁定請求書等が社会保険事務所に保存されている。 

また、脱退手当金の請求書類である「退職所得の受給に関する申告書・退職

所得申告書」の余白には、「退職金の支払をしませんでした。」と記載があると

ともに、事業主・代表者・所在地・電話番号の入ったＡ社の社印と代表者名の

押印があり、当初の事務手続後に、社会保険事務所と事業主との間で協議し適

正に事務手続を行っていたことがうかがえる。 

さらに、脱退手当金裁定請求書には、隔地支払の押印があり、申立人の委任

に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

加えて、申立人の被保険者名簿に脱退手当金の支給を意味する｢脱｣の表示が

記されているとともに、申立人の脱退手当金の支給額には計算上の誤りは無く、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1022 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年６月 18日から 46 年２月 18日まで 

    厚生年金保険の加入記録を確認した結果、申立期間については脱退手当金

の支払記録があるとの回答であった。 

しかし、私は脱退手当金を受け取ったことも、受給手続をした覚えも無い。

私の書いた脱退届、支払方法を示し、当該期間について年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所には申立人に係る脱退手当金裁定請求書の保存は無いが、申

立人が資格喪失した前後に資格喪失した者で、同請求書が保管されているＡ社

Ｂ支店の受給者 12 人の同請求書の事業所名称欄には同社の社名印が押されて

いる。 

また、Ａ社の当時の事務担当者及び同僚等は、同社が退職者に希望を確認し

た上で、脱退手当金の事務手続を行っていた旨証言しており、申立人の委任に

基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ社Ｂ支店に係る被保険者原簿には、脱

退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、

支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1023 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年３月１日から 35年９月 21日まで 

    私は昭和 32 年３月１日にＡ社に就職し、ガソリンスタンドで事務を執っ

ていた。結婚のために 35年９月 20日に退職したが、脱退手当金は受け取っ

ていない。申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る社会保険事務所が管理する被保険者名簿において、申立人に脱退

手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されている。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る資格喪失日から約２か月後の昭和35年12月９日に支給決定されているな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、当時は通算年金制度創設前であり、脱退手当金の受給記録が確認で

きる同僚二人からは、自ら請求手続を行った旨の証言が得られている。 

このほか、申立人から聴取をしても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


